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Summary 
1. Purpose of Study 
The purpose of this study is in the analysis of the problern of land-ownership in the rnodern 
capitalisrn of Japan. 
2. Object of Study 
The object of this study is the land-ownership of HOKUTAN Co.， which is one of the largest 
in ]apan and Hokkaido. 
3. Composition of this paper 
This study constructs 8 chapters as follows ; 
1) Historical formation of land-ownership in Japan and Hokkaido. 
2) Foundation and historical developrnent at HOKUT AN Co. 
3) The historical forrnation of the land-ownership in HOKUTAN Co. 
4) The base of historical developrnent in this land-owners-rnanagernent. 
5) Business at historical developrnent of its land-owners-rnanagernent. 
6) Supplernent; Developrnent of the forest-managernent after World War I. 
7) Capital and Land-ownership on the historical developrnent in HOKUTAN Co. 
8) Surnmarization 
Chapters 6 and 7 are printed on this paper; Chapters 1-5 on the earlier papers， chapter 
8 will be printed on the next paper. 
4. Contents of this paper 
The authぽ analyzesthe historical developrnent of the forest-managernent after World 
War II. 
It is divided in 3 sections as follows. 
1) Developrnent of the forest-rnanagernent between 1951-1969. 
2) Realtization of the forest land-ownership. (1970-1985) 
3) The short Surnrnary 
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6.補論;戦後・森林経営の展開
1) 戦後・森林経営の展開 (1951~1969)
戦前期 ・北炭の林野所有は，最大時約4万町 (38，919
町:1945年)に達しこれは北海道内においては，王子製
紙 79，600町に次ぐ私的林野所有であった.この巨大な土
地所有のもとに，すでに前稿までで述べてきたように北
炭は，小作制大農場による農地経営(林内殖民制度)と原
生林の伐出経営による地代取得を基礎とする諸土地経営
の総体として大山林経営を昭和初期に確立した.この大
山林経営のもとにおいては，原生林の伐出生産とともに
一方の軸であった育林経営は，天然林施業をも包含する
の小作経営と地主育林経営は，戦時経済体制のもとで解
体されていったのであった.
こうした状況のなかで，戦後・北炭の森林経営は，昭
和26年の新・森林法のもとで開始された国家的森林資源
政策=戦後拡大造林政策にそって，カラマツ人工林施業
による新たな森林経営を関始することとなった.
本稿は，その戦後過程を分析するものであるが，以上
のべたような土地経営の質的転換(大山林経営から森林
経営への転換)を重視する立場から，本稿をあえて補論
とした所以である.
なお，資料的な制約もあり，森林経営の展開それ自体
については1951~1957年の 7 年聞を主要な分析対象とせ
ざるをえなかった.
(1) 鉱大造林政策の進行と施業方針
北炭の森林経営における施業方針は，皿稿およびW稿
で述べたように，昭和10年の「第2次施業案」の作成時
において r従来基ノ重点、ヲ天然更新ニ置キ」と断定さ
れ r此ノ方法ニテハJ，本社の石炭増産体制に必要とす
る「細物松丸太ノ生産意ノ如クナラズ」と北炭本社資本
によって総括されることとなった. (il稿 p.32参照)
こうした総括のもとで，昭和10年以降，戦時増伐とカ
ラマツ一斉造林が進行した.この戦時増伐体制は，同16
年以降においては人工林の増伐をともないつつ進行し，
そのピーク時であった同15年には約13万石と総伐採量の
50%が人工造林地の伐採によるものであった.
また，昭和1ト 25年の第三期を通じての総伐採量約
340万石のうち， 人工林材は62万石と20%弱にまで達し
ている.
こうした石炭の増産体制下における人工林材の大量伐
採に対応して，その人工造林の計画量は，昭和10:年には
500町歩/年，同12年には 1，00佃丁歩/年と増大していっ
た. しかし，すでにみたように，これらの計画量がほぼ
実行されたのは，同12~16年の 5 年間の みであった.
(N稿表5-9，p.39参照)
地主育林経営として，遅々たる資源造成を続けていた. こうした戦時増伐体制下において，造林不成績地730
しかし昭和10年代に開始された石炭生産の戦時増産 町 (r北炭山林史Jp.80)が発生し，また農地改革等にお
体制のなかで，この森林経営は北炭資本による総括を受 いて人工造林地約2，400町が農地として買収されている・
け，その資源造成(森林施業)はカラマツ単純一斉造林 戦後の混乱期を経て，昭和26年にはカラマツ造林年聞
を志向することとなった. と同時に，その農地経営も 700町歩を目標とする植伐案が樹立されている・この植伐
小作地の解放=売払いによって，解体を開始することと 案は rこれらを総合した年次伐採計画の内容は，天然
なった.つまり，戦前期北炭の大山林経営の基底をな 木の年生長量8万6，∞0石と造林地中伐採適令に達する
しその経営を生産力的にも技術的にも特徴付けた農地 林分と合せ， 26年から35年まで10カ年聞において約10万
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4，000石を平均伐採量としたもであって，この収入をも
って 7∞町歩の造林を行ない，独立採算制による収支面
も， 36年以降は伐期に達する造林木の増大に伴って好転
を見込まれるものであったJ (向上p.80)
また，この案による年間造林計画700町歩は， 26年改
正森林法による森林区実施計画の年間指示造林面積にほ
ぼ一致するものであった.
ところで，戦後の国家的造林推進政策は，昭和20年12
月の「森林資源造成法」同25年5月の「造林臨時措置法」
によって開始されたのであるが，これらによる '5ヶ年
計画」は26年の改正森林法の制定を機会に27年から36年
までの10ヶ年間の「長期造林計画」に改訂された，北
炭山林史」は，この改正森林法のもとでの長期計画につ
いて，戦後2回の造林計画が植伐の均衡回復を目的と
したものに比べ，これは一大飛躍を意味する人工林拡充
計画ともいうべきものであったJ(傍点有永，向上 p.79)
と戦後拡大造林計画を的確に位置付けている.
こうした国家的造事事推進政策のもとで，後にみるよう
に，北炭は国家資金(補助金)を績粁(財源)とするカ
ラマツ人工造林計画を推進していった.つまり，戦前期
の半封建的諸関係を基礎とする「低賃金・高地代」の地
主育林経営としての遅々たる資源造成から，戦後 ・拡大
造林政策へ依存した人工造林による急速な資源造成方針
への転換であった.
この造林計画は，しかし26年以降は，立木の値上り，
造林費の切下げ，補助金の獲得に努力し，赤字を払拭し
むしろ相当の剰余金をあけ.た……J(向上 p.80) とされ
るように，その森林経営においては順調に推移した.
だが，同29年にはじまる石炭不況のなかで，北炭本社
の経営は悪化し，やむなく社有林のうち最優秀の天然
木を保有し，かっ2，ωωT歩の造林地を包含する栗山，
二岐，中興部，沼ノ上の 4山林，合計4，706町歩を王子
製紙へ譲渡することとなったため，この計画も挫折し去
り，新たな計画を必要とするに至ったJ(向上)
以上のように北炭本社経営の悪化により，昭和30年2
月に新たな「社有林5カ年計画」が樹立されている.こ
の計画は，造林木の一部につき繰上げ伐採を行ない，
伐期カラマツ25年を24年， トウヒ35年を3ト 35年J(向
上)としている.これによって， '既造林地の保護手入
れ費その他管理費いっさいを支弁することを企画したも
の」であったが，その年間造林面積はカラマツ 700町を
目標として維持していた.
なお，改正森林法では，民有林の立木伐採について，
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資源保続上から伐採制限条項をもっていた.すなわち，
普通林の適正伐期令以下の若令林については，その伐採
にはすべて知事の許可を必要とし，不許可となった場合
にはその見返り保障として「伐採調整資金」を貸し付け
ることとなっていた.北海道では，この適正伐期令は，
カラマツ31年， トウヒ46年と定められていた.ところ
が，坑木用丸太の生産を目的とする北炭の施業家ではカ
ラマツは25年， トウヒは35年とされていた.こ うした伐
期をめぐる矛盾について，北炭山林史は「すなわち，こ
れを坑木の需給面から見ると，戦後の林力低下による供
給減に加えて，本法の施行によりますます手当難に陥っ
た事実であるJ(同上 p.79) としている.
ともあれ，こうした拡大造林と短伐期による森林施業
は，戦後の国家的資源、政策の中核となった拡大造林政策
に適合的であり，北炭の戦後森林経営は，これらの政策
に依拠しつつ開始されることとなった.
(2) 森林経営の展開と諸事業
① 育商事業
前稿でみたように，戦時経済下において北炭の社有林
用の苗木生産は，その40%近くを委託生産によってまか
なっていた. しかし，戦後の拡大造林政策にいち早く対
応した造林計画のなかで，その苗木生産は直営事業とし
て整備されていった.こ うした取組みは，道内の私有林
とりわけ巨大所有層のなかでは，先駆的であった.ちな
みに，沼田苗畑は27~29年の三年間連続して「林野庁長
官賞」を，そして30年には農林大臣賞を受賞しまた追
分苗畑は32年度の道内第 1位の表彰を受けるまでになっ
ていた. (，北炭山林史Jp. 107参照)
この苗木の生産量(床替苗木)は，表6-1にみるよ
うに，年間 200 万~400 万本であったがその大半はカラ
マツ苗木であった.また，昭和29年以降は，天然更新
地の補植および立木条件の不良地」の植栽のためトドマ
ツ苗木が年間30万~60万本生産されている. (向上，第
34表 p.110参照)
こうした苗畑事業の進展によって，昭和3(卑以降は，
委託生産は全廃され，年度による不足分は購入によって
充足することとなった.すなわち，苗木の経営内での自
給体制が確立されたのであった.
また，幼商の確保については，社有林カラマツ母樹
から採種して蒔付J(向上p.l07)る一方で，栄林会」
「王子造林」との関で契約を結び王子造林の長野県小諸
出張所から幼苗を購入していた.しかしこの長野県か
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らの移入苗木は， 29年秋の同地方の早期霜害によって被
害を多発させたが，苗木の不足のためやむなくこの被害
酋を移入した.ところが，これらの苗木にカラマツ灰色
カピ病が侵入，まんえんしたため， 30年秋季の山出し苗
木は予定の半数以下となった.北炭は，この教訓|に学
び， 30年以降は移入苗を制限し，道内生産を中心とする
こととなった. (向上 p.108~1ω参照)
なお，北炭は明治32年から大正9年までに約35町の荷
畑を開墾造成したのであるが，この昭和30:年前後のその
自給体制の確立した時点では，沼田 8.5町，追分9.2町を
はじめ道内 7ケ所に計28町の苗焔を保持していた.
②造林事業
すでに見た植伐案によって， 26年以降，年間 700町歩
の新植が計画されたのであるが，この計画は表6-1に
みるように， 32年までは年平均691町とほぼ完全に実施
されている.
これらの造林事業は後にみるように，戦後 ・拡大造林
政策を基礎にその補助金に依拠して実行されたものであ
った.
この戦後拡大造林の進行のなかで，北海道のカラマツ
造林が，最初に直面したのが，大面積造林による林内照
度の拡大を原因とする野鼠(主としてエゾヤチネズミ)
被害であった.この北海道の被害については，昭和25年
より国庫補助金の支給が決定され，道庁は「殺鼠剤交付
規則」を定め，補助金または殺鼠剤の現物給付を実施し
た.
また，北炭の森林経営は，戦時期のカラマツ造林施業
への転換とりわけ昭和13年以降の年間 1，00側了歩造林に
ともない，従来の 1町歩当り植付本数を3，000本から
2，000本へと減少させたことはすでにのべた.しかし，
この植付本数の減少は 1ところが町当り 2，000本植は，
3，∞0本植に比較し欝閉するのに少なくとも7・8年以上
を要することは当然で，それだけ野鼠被害の危険にさら
す期聞が長びくことになる. したがって早く欝閉させる
ことは，林地の清掃，殺鼠剤の配置，墜落缶の設置など
の手段とともに，きわめて重要なことが判明してきはの
で， 26年度以降は全部田丁当り 3，000本植以上に増加する
よう措置したJ (1北炭山林史Jp.82) 
この植付本数の変更は 1第二次施業案」によるカラ
マツ一斉造林がその技術的基礎をもたず，坑木需要とい
ういわば北炭本社倶ijの一方的な要求に屈するものであっ
たことを示している.と同時に，当時の北海道林業にお
ける技術水準をも示すものであった.また，昭和35年以
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降，急速に顕在化したカラマツ先枯病被害も，同様に北
海道における人工造林施業をめぐる技術的困難さと，そ
れを軽視した政策主導の戦後 ・拡大造林の歴史的性格を
反映するものであったといえよう.
因みに，第 3 期(昭10~ 1 7年)の造林地のうち約 6%の
385町歩， 同じく第 4 期(昭18~25年)では 382 町歩約11
%が，この野鼠の被害によって消滅している.(前稿表
5 -18， p.51および「北炭山林史J123表 p.264参照)
③ 伐出事業
戦時体制下の大増伐は，昭和20年の 38.5万石をピーク
に， 24~25年まで継続した.それは同18~25年の 8 年間
の年平均で約23~24万石にも達していた.
これに対して， 26~32年の 7 年間の伐採量は年平均11
万石と減少し，このうち人工林材の比重も31%から 8%
へと低下している.また，立木伐採量のうち用材のしめ
る比率も 82%から59%に低下している.
これらのことは，戦時増伐が天然林 ・人工林を問わ
ず，優良資源の無計画伐採いわば乱伐であったことを示
している.とりわけ，人工林はすべてに見たように，昭
和16年~25年までの間に約60万石が伐採され，明治 ・ 大
正期に造成されたこの資源はほぼ消滅した.こうした結
果，後にみるように社有林材の本社坑木需要にしめる比
率は26年以降急速に低下することとなった.
この伐採事業は，すで
直営生E産~ .造搬請負として実行されていたのであるが，
戦時増伐下においては，その直営生産は廃止されてい
る.これ以後その伐採事業は 1社用不適材」としての
天然林の立木処分と，人工林材を中心とする 「社用材」
の「造搬請負」によって実施されてきたが，戦後におい
ても，この伐採事業は直傭事業としてなされたことはな
かった.また，後にみるように，この立木処分と造搬請
負の関係を，その収入である「立木処分」と 「木材収入」
との関係で示せば，昭和25年には木材収入が65%をしめ
ていたが， 30年には37%にまで低下している.(向上76
表 p.149参照)
なお，この人工林の伐採については，すでに本稿の(1)
でみたように， 29年の石炭不況のもとでの王子製紙への
4山林の売払いの穴をうめるため，その伐期の繰上げに
よって，再び施業案計画外の伐採を強いられることとな
った.このことについては，資料の制約上， 32年以降は
統計的には明らかにしえないが，当時の関係者からの間
取り調査によっても 1エネルギー革命」が本格化する
30年初頭以降には，かなり若令林分の伐採が本社木材部
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表6-1 森林経営の諸事業とその実績 (1951~1957年)
|森林伐採量lうち瓜材
(1，000石) I 石)
うち薪材 I社用供給率 I悲観(%諒)客室床替苗本数 I造林面積
( 1，∞o石) I (%) (%) I (1，000本) I 町)
1951(昭26) 80 6，139 24 70.3 7.2 1，868 617 
'52(27) 136 1，768 53 18.8 2.4 4，344 744 
'53(28) 110 1，561 40 21.2 3.1 4.239 899 
'54(29) 156 27，096 63 16.8 3.5 3，222 722 
'55(30) 94 7，752 48 19.2 3.2 1，610 436 
'56(31) 105 70 50 4.5 1.0 3，708 831 
'57(32) 80 19，756 41 15.0 2.3 4，006 586 
計 763 I 附 7I 321 I 21.8 I 4.1 I 民側| 仰
注)r北炭山林史」第73，74， 75および102表(伐採関係)，第34表(苗木関係)，第56表(造林関係)，より作成.
なお，苗木はこのほかにトドマツ山苗が約109千本生産されている.
表6-2 山林出張所と職員の配置 (1957年現在)
駐 在 員
山林出張所 所 在 地 担 当 山 林 面 積
主任|社員|定夫|計
町
沼 回 雨竜郡沼田町字沼田 沼田，北竜，大和田 1，818 I 2 2 5 
美流渡 空知郡栗沢町美流渡栄町 美流渡，幾春別 4，803 2 2 
追 分 勇払郡追分町字アピラ 追分，夕張 4，082 3 2 5 
沼ノ 端 苫小牧市沼ノ端 沼ノ端，千歳，知床，豊浦 3，757 I 1 l 3 
大 沼 亀田郡七飯町字大沼 大沼 2，152 2 2 
3、t旦K 林 課 直 轄 松音知，敏音知，雄信，多寄，津別 1，934 4 4 
計 I 5山林出張所 17 山林 | 仰 9I 2 I 14 I 5 I 21 
注)r北炭社有林史(下)草稿」より一部訂正のうえ引用.町以下切捨てのため合計は合わない.
の要求によって強行されたとされている.
戦後の北炭の社有林の管理は，昭和22年3月，それま
での本庖不動産部の管轄から，北海道支社木材部の管轄
へ移り，同25年8月再び本社木材部として，本社直轄に
移り，この木材部のもとで造林諜の管轄となっていた.
こうして本社一木材部一造林課 造林係とL、う機構の
もとに，表6-2のような五つの山林出張所が設けられ
ていた.昭和32年当時は，主任2名，社員14名，定夫5
名，計21名が，それぞれの出張所に常駐していた.
実際の事業の実行は，すでにみたように伐出事業は，
立木処分および造搬請負によって実行され直傭事業はな
かった. したがって，これらの駐在員は，山林の管理お
よび造林事業の監督・指揮を任務としていた.なお，こ
の造林事業に雇用された労働者の実態・雇用形態等の詳
細は不明である.
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以上のような経過を経て，昭和30年代初頭に北炭の社
有林約2.8万町歩の森林は表6-15に示すような資源状
況になっていた.この表をみるように，この時点におい
て，その人工林率は37%に達していた.この人工林につ
いて r北炭山林史」は「……これは，北海道内における
各山林との比較において国有林の 3%はもとより，道有
林の 5%，あるいは民有林の11%をはるかにしのぎ，ま
た前期の道内大手業者に比較しても格段の差をつけてお
り，社有林における集約的利用と内容の充実」戸りを力強
く示しているJ(向上p.263)としている.すでに前稿表
5 -19(p. 52)でもみたように，この時点、での北炭の人工
林率は，道内の巨大所有においてはその先頭に立つもの
であり，その戦後・拡大造林政策における先導的経営で
もあったといえよう.
こうした北炭の人工造林地の集積は，これまでのベて
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きたように，明治末期~大正初期における資本の前期的
造林，大正期~昭和戦前期の寄生地主造林，そして戦時
期の拡大造林とこれにひきつづく戦後・拡大造林によっ
て形成されたものであった.
しかしこの約60年聞にわたる人工林化の進行は，前
記の表にも示したように，この間の総造林面積約2万町
歩に対して現在面積は52%弱にすぎず，約半数が社会的
理由(売却・農地解放)，技術的原因(山大・野鼠被害)に
よって失なわれている.このような結果，こうした造林
地のうち伐採利用されたものは，約11%の2，158町歩に
過ぎず，その伐採材積は第三期 62 万石，昭和 26~32 年
7.4万石の合計約70万石弱にすぎなかった.
こうした拡大造林(人工林化)の各山林別の立地的可
能性について，この30年代初頭の時点で表6-3のよう
な調査の結果がある.
これによれば，今後の造林可能地は，沼田山林の約
2，500町を軸に約5，400町歩であり，その可能人工林率は
約57%となっていた.
こうした30年代初頭の拡大造林政策の進行の状況を反
映して， 30年 2 月に「社有林 5 カ年計画(昭和32年~36
表 6-3 造林可能地の面積(地種別調査内訳)
(1957年現在)
|人工|造林|天然|ふ
山林|造林地 |可能地|保育地| 十
町 町 町 町
沼田 1，534.22 2，474.61 6，187.04 10，195.87 
北竜 821.25 15.82 94.16 931.23 
大和田 537.80 537.80 
美流渡 731.54 818.04 1，456.32 3，005.90 
幾春別 756.24 303.50 580.01 1，639.75 
追分 2，338.38 511.47 351.85 3，201.70 
夕張 128.95 87.50 596.09 812.54 
沼ノ端 2，504.40 331.62 2，836.02 
豊浦 176.24 37.54 141.17 354.95 
知床 10.07 23.37 167.85 201.29 
千歳 121.89 121.89 
大沼 1，042.07 670.12 354.92 2，067.11 
津別 137.45 137.45 
多寄 277.69 314.66 592.35 
維信 104.96 453.21 558.17 
敏音知 524.85 524.85 
松音知 117.12 117.12 
計 |い…ム4 お制制01パ|悶
注)r北炭山林史」第 12お5表(包払2お65劫) より号引|用.
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年)Jが樹立されているが，そこでは，出炭ベース450万
トン，所要坑木65万トンに対し，自給率38%を目標とし
て次のように新たな造林適地の入手を希望している.
「およそ林業とくに坑木備林の理想とするところは
『連年均等面積を伐採し造林する」ことにあるが，社有
林の場合，第2次造林計画である年間 700町歩カラマツ
造林を遂行するには，伐期25年として 17，500町歩の適地
を必要とするが， K表のとおり現有する造林地は 7，800
町歩で，この 5ヶ年計画で未造林地は全部解消されるの
で，最終36年度末現在面積9，6∞町歩より造林適地がな
いことを示し，約9，700町歩の不足を告げ，現在のまま
推移すると， 34年度以降は年間約500町歩に減じ更に
37年度以降は造林木伐採跡約200町歩が年間の造林面積
とな り，理想と速く離反するものであり，将来の坑木手
当には楽観を許さぬものがあるので，造林適地の入手を
強く希望するものである.J(r北炭山林史Jp.84-86) 
しかしこれ以後の事態の推移は rエネルギー革命」
の進展であり，石炭産業のスクラップ化の急速な進行で
あった.また林業においては，北炭がその造林の主要樹
種としたカラマツの先枯病の大発生という技術的矛盾が
顕在化していくこととなった.こうしたカラマツ材の北
炭本社による坑木需要の激減と，カラマツ大面積一斉造
林の見直しのなかで，道内民有林を「はるかにしのぎJ，
道内大所有者の「格段の差をつけてJ(前記)きた北炭の
カラマツ人工林施業は，早くも30年代後半には後退し，
その森林経営は空間化を開始することとなった.
そして40年代初頭以降，その所有する林野と森林資源
は， 急速に悪化する本社の石炭経営のなかで，不動産と
して位置付けられ，売却処分および山林担保の原資とさ
れていくのであった.
(3) 経営収支の状況
戦後森林経営による経営収支の状況を表6-4に示
す.
前稿までにみたように，戦前期北炭の山林経営は，大
正2年(1913)以降独立採算制によって運営され，大正10
年にその「山林資金計算科目」および「伐木資金計算科
目」が制定されている. (il稿参照)
こうした計算科目のなかで，昭和8年以降伐木資金は
「事業費，元木代は(山林資金勘定に)掲上することな
しその収支尻を造林資金 (=r山林資金J)の立木収入
に振替整理することJr草稿(下)J)になっていた.つ
まり，昭和21年までの立木代は，社用不用材としての立
巨大所有の形成とその山林経営の展開(V)一一ー 有永 61 
木処分の代金(地代)と社用供給材の事業収益(立木代
十事業利潤)が一括されて計上されていたのであった.
しかし戦後の22年にこの伐木資金勘定は廃止され，
造林資金勘定(同時に「山林資金勘定」とIB称に復帰)
に統合されることになった.その結果，社有林の経営収
支を示す山林資金勘定の収入項目に，社用材の本社への
振替金(実質的には販売額)が表示され，これにともな
って同勘定の支出項目に祉用材の生産費(社用材の造搬
請負事業に要する直接費)が製作費として計上されるこ
ととなった. したがって，戦後・森林経営の原資となっ
た立木地代(原生林+人工林)は，立木処分による立木
収入と木材収入から製作費を差引いた合計額となってい
る.
この立木収入と木材収入の推移をみると，石炭の戦後
増産体制下において，その社用供給比率の高い21~23年
には総収入の約90%前後が木材収入によってしめられて
いた.(N稿表5← 14，p.45参照)しかし，社有林材の
社用供給比率の減少する25年以降になるとこの比重は大
きな変動をともないつつ低下していくこととなってい
る.例えば，社用坑木材の173与を社有林材がしめた22年
には，この木材収入は収入の92%ととなっていたが 7
%の26年には53%，また 1%に低下した31年には17%に
すぎなかった. (表6-4参照)
以上のように，戦後・森林経営の展開は，北炭本社の
石炭ブームによる好況と後にのベる国家資金(補助金 ・
補償金)に支えられて，その拡大造林が早期に展開する
こととなった.ところが，この「植伐案」によって拡大
造林計画が年間約700町と本格化する26年以降になる
と，本社の石炭経営は悪化し， 29年には石炭不況となっ
た.こうした状況のもとで， 30年以降は木材収入は急減
表 6-4 経営収支の実績 (1951~1958年)
単位千円，%
科目¥年夏下山三雨戸云 1'53(28) 1云(29)1 '55(30吊 6(31-)1 '57(32) 1 '58(33) 1 計
立木収入 17，008 23，392 25，140 37，273 29，065 21，488 15，495 13，669 182，530 
収 苗木収入 3，266 4，162 7，428 
木材収入 26，852 36，261 26，221 28，729 17，213 5，552 14，171 19，906 174，905 
入
雑 収 入 3，808 19，131 3，499 1，590 12，011 5，173 4，303 4，365 53，880 
5附 61ω481 54，861 1 67，593 1 58，290 1 見山 1 3制 91 37，941 1 418，752 
係 費 15，626 19，044 18，098 17，363 16，588 18，106 19，501 20，056 144，382 
支
製 作 費 17，416 19，684 12，633 14，397 7，651 2，584 6，881 6，541 87，787 
造 林 費 9，766 21，527 
苗 畑 費 2，179 4，373 
調 査 費 242 285 332 404 325 315 178 362 2，443 
雑 費 4，193 3，280 952 823 1，401 113 1，350 1，477 13，589 
立木償却費 23 27 26 90 8 651 311 468 1，604 
出 普通財産償却費 299 248 206 105 65 34 85 76 1，118 
計 1 49，750 1伺，4721 4柳川弘7751 40，531 1 ぉ，6181 附 31 仰 001問 88
差引
~構|立木収入
i正市|苗木収入
車刷|木材収入
46，969 
43.5 
1.8 
41.8 
亙比|雑収入 7.5I 23.1 I 6.4 I 2.4 I 20.6 I 16.1 I 12.7 I 11.5 I 12.9 
支出に占める 19.6I 31.4 I 21.2 I 35.9 I 35.8 I 38.9 I 33.6 I 32.4 I 32.6 造林費の割合J.，J.V V.L."'J: ，u.J...&J 1 Vv.o.I vv.U oJU.07 vu.v <.J.Lt.':t 
注)r北炭社有林史(下)草稿」第78表「社有林経営収支実績表(および6)Jより作成.なお昭和28年以降の 「造
林費」は「手入費」である.千円以下切り捨て計算のためタテの合計は合わない.
807 
62 山形大学紀要(農学)第10巻第4号
することとなり，他方では拡大造林の進展にともない造
林費 (28年以降は「手入費」と改称)の増大により，そ
の山林資金勘定は31年以降は赤字となっている.この赤
字は，大正7年に山林資金勘定が確立されて以来，昭和
元年をのぞけば，初めてのことであった.またこれが30
年~33年と恒常化しつつあったことも注目すべきであろ
う.
なお，この「山林資金勘定」は r昭和28年法人税の
監査に当り造林費は，起業費とみなされ損金の否認を受
けたことから山林資金勘定について絞本から検討を要す
ることとなった・j(向上草稿)これにともなって，従来の
山林資金勘定は，次の三つの勘定科目に区分されること
となった.(1) r山林資金勘定」……当面営利の目的によ
る営業費の収支 (2) r流動資金立木勘定」……将来にお
いて営利を目的とする計画企業即ち苗畑費および造林費
(新植費のみ) (3) r雑益勘定」……木材部が主管する山
林の固定資産の売却または賃貸契約による収入.
こうした改訂にともない昭和28年10月1日付で，本社
経理部長より札幌事務所長に次のような通達が出されて
いる.
「③ 会計第二課長・木材部長殿
昭和28年11月1日
札幌事務所長殿
山林資金勘定整理に就て
経理部長
従来立木に関する養芭，地t存，植付，手入等叉は之
に対する補助金，助成金は一括して山林資金勘定に
て整理致して参りましたが，御既承の通り外部に対
しても不都合の点、もあり之が対策に就き種々研究中
の処此の程成案を得ましたので左記要領により
上/28年より実施する様(但し上/28年は期末振替整
理)御取計い下さい.尚整理項目の名称，内容等に
就ても右に伴い一部変更致しましたから併せて御了
承下さい.
記
一.山林資金a/cを次の三項目に区分整理する.
1.資金a/cに属するもの(前払金，造林費)
地排費，植付費，苗木代，其の他新植に要す
る費用一切並に之に対する補助金，助成金.
2.繰延a/cに属するもの(前払金，苗畑費)
苗木代，種子代，縄廷代，肥料代等苗木養
成，委託養苗に要する費用一切並に之に対す
る補助金，助成金.
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3.右以外のもの(山林資金 a/c)
補改植費，天然下種補整費，野鼠・野兎・病
虫害の予防及び駆除に要する費用，下刈費，
除伐費，林道火防線の新設其の他一般手入費
並に之に対する補助金，助成金.
二.整理方法
1.造林補助金，緊急造林道負担金の申請期別に
整理し置き当該補助金，負担金，入金の際之
を圧縮し入金が多い場合は之を雑益に少ない
時は之を立木a/cに振替精算する.
精算済の造林費は夫々林班番号別に整理し
(普通又は別途財産)置き将来伐採売却の場合
は山林資金の収入に計上し伐採面積に依り財
産価格を減額する.尚普ー通財産の場合は山林
資金の収入に計上し伐採面積に依り財産価格
を減額する.
尚普通財産の場合は簿価を山林資金a/c立木
償却金にて負担減額する.
2.苗木は山出の都度一本当り単価を算出し前払
金，造林費，其の他該当費目に振替へ前払金
苗焔費を減額する.
樹首養成補助金は本費自に戻入する.
3.一般経常費は従来の整理方法によるも整理項
自の名称，内容を一部次の如く変更する.
(1)雑収入に含まれて居る造林補助金，緊急造林
負担金は前払金造林費に，貸地，貸家料，砂
金採取入山料，財産売却差益金は雑益に夫々
整理する.
(2) r給料及手当」を「給料賃金j，r賞与」に分
割する.
(8) r旅費J，r通信費」を「旅費通信費」に纏め
る.
(4) r諸費」を「福利厚生費J，r照明媛房費j，
「諸費」に分割する.
(5) r法定退職給与金」を「福利厚生費」に含め
る.
(6) r保険費」を「保険料」とする.
(7) r諸税」を「租税課金」とする.
(8) r消耗品費」を「備消耗品費」とする.
(9) r建物費」を「修繕料」とする.
倒「事業費」を「営林費」とする.
ω「造林費」を「手入費」とする.
(Wr苗畑費」は前払金，商畑費にて整理する.
巨大所有の形成とその山林経営の展開(Vl一一有永 63 
三.天然下種補整並に補助金は資本的支出と解釈さ
れる虞あるも国税局との接衝経緯もあり当分一
般経常費にて整理する.
四.国庫補助金等の圧縮整理には申請するに就き法
人税法による国庫補助金等の補助金による圧縮
記帳及試験研究費の取扱に関する件(二七，七，
四経内第330号)参照の事.
以上」
(r北炭社有林史(下)J草稿より引用)
こうした新たな勘定区分による28年から31年までの状
況について r社有林史(下)，草稿」は次のように記し
ている.r28年以来31年までの山林資金勘定収支差益金
合計は43，108千円(第76表の 6参照)に達しまた造林
地で立木勘定に編入した総額は 14，272千円であるj同稿)
なお，昭和33年上期の普通財産評価の内訳は以下の通
りであった.
立木 61，813，830円 ( 95.9%) 
土地 1，6ω，866円 ( 2.6%) 
家屋その他 918，083円 ( 1.5%) 
合計 64，340，779円 (100.0%) 
(問草稿「山林係財産内訳表」より)
(4) 拡大造林と造林補助金
昭和26年の新森林法の制定を契機に本格的に開始され
た戦後拡大造林は，国家資金(補助金叉は融資)を基礎
とした新たな国家的森林資源政策の一環で‘あり，その中
核でもあった.
こうした造林政策に対して，北海道内で最も早くから
対応したのが，北炭の森林経営であった.以下において
は，北炭の戦後森林経営においてしめたこれら国家資金
(補助金)の位置と役割について分析する.
①補助金の交付実績
まず，北炭の各種補助金等の導入による交付実績を表
6-5に示す.
北炭がその造林事業において最初に交付された補助金
は，戦時経済下の昭和19年における「樹苗養成補助金」
であった.この補助金は，同年11月の北海道庁「造林奨
励規則」にもとす.いて「床面30坪以上の矯種または 1万
本以上の床替」に対して50%以内の補助金が支給される
ものであった.これにより，北炭は昭和19年度に 1，078
円の補助金を取得した.
これ以後，北炭は表にみるように戦後の造林補助政策
の拡大 ・進展にともない同32年までに約1億円 (9，540万
円)の補助金が支給されている.
この支給された補助金とその森林経営の造林費を対比
すると，次項に示すようにその位置の大きさが明らかと
なる.
ただ，この造林費の支出年度と補助金の交付年度は，
その手続上の問題から必ずしも一致はしていない.
② 拡大造林政策における造林補助金の位置
~北炭社有林の補助金の実態~
げ) 北海道における造林補助制度の展開
以上のような，国家資金による拡大造林政策の中核を
表 6 - 5 補助金の交付実績 (1944~1957年)
.，." g iHI ~_'l交付金額|補助金名|交付期間| (円) | 備 考
苗
畑
係関
ZY且K 
林
地
関
係
メL
口
樹苗養成補助金ド44(昭19)吋
" '53~'54 
言十
証 券 造 林 1945(昭20)~1948
一般造林補助金(1) '44~'50 
北海道緊急造林 '51~'53 
一般造林補助金(n) '50~'57 
天然更新補助金 '52~'56 
野鼠駆除補助金 '51~'57 
言十
言十
… I~北山」 第33表 p.106 $:照
12，740 向上・第36表・ p.110同上
2，070，448 「北炭山林史」 ・第52表・ p.125参照
8，377，879 向上 ・第53表 ・p.126同上
7，284，736 向上 ・第57表・ p.128向上
68，557，000 本稿表6-9参照
1，891，903 「北炭山林史」・第62表 ・p.132参照
6，561，801 向上 ・第59表・ p.131向上
95，399，000 
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しめたのは，いうまでもなく造林補助制度であった.
戦後の森林資源政策の展開において，最初に打ち出さ
れた国家的計画は，昭和21年~25年を計画期とする「強
行造林5ヶ年計画」であった.この計画は，昭和20年12
月の「森林資源造成法」による伐採跡地(計94万町歩)
を対象とする「証券造林」とこれに該当しない無立木地
などを対象とする「一般造林」補助の二本建による資金
補助によって裏打されている. しかし，この計画の実施
は，当時の林野解放をめぐる状況のもとであり実効をと
もなわなかった.このような状況のもとで， 24年に経済
安定本部による「経済復興5ヶ年計画」が立てられ，こ
れを機会に造林計画もお年~28年を計画期とする「造林
5ヶ年計画」に組替えられた.これと同時に，証券造林
は打ち切られ，造林補助制度も一般造林補助に一本化さ
れることとなった.また25年5月には，治山治水上の要
造林地を対象として，伐採跡地の造林を義務付けまた第
三者による造林強制lを内容とした「造林臨時措置法」が
5ヶ年間の時限立法で制定されている.
こうした二度の計画を経て，同26年の新森林法の制定
にともなし、， 27年~36年の10ヶ年間を期間とする「長期
造林計画」が樹立された.この計画は，同26年末の全国
民有・人工造林地390万町歩を， 10ヶ年計で600万町歩
に拡充するものであり，いわば戦後拡大造林政策の制度
的確立を意味するもので あった. r~ヒ炭山林史」は，こ
の「長期造林計画」について，すでに(1)でみたように
「植伐の均衡計画」から「一大飛躍を意味する人工林拡
充計画」と，その拡大造林政策としての確立の意義を的
確に指摘している. (同上p.79参照)
ところで，北海道における造林補助政策は，これら政
府による政策に一歩先行して，昭和19年11月「造林奨励
規程」によって開始されていた.この規程によると， (イ)
1団地l町歩以上の新植(下刈費は対象外)，(ロ')1団地5
町歩以上の天然更新補整作業については，道の査定経費
の50%以内の補助，付防火線の新設工事に30%以内の補
助，がなされることとなっていた.この補助制度は， 21 
年以降， 国費40%，道費10%，計50%として， 国の一般
造林補助制度にそのまま引きつがれた.また同20年「森
林資源造林法」によって開始された「証券造林」は，戦
時・戦後の伐採跡地を対象として，農林中央金庫による
造林費用 2分の l融資と，事業完了後に全額の国庫補助
金が支給されるシステムとなっていた.この造林経費の
表6-6 造林補助金(一般造林 (1)，1944~1950年)
の交付実績
年¥項目|面積 |新植経費 |補助金 |補助率
町 円 円
7% 0 1944(昭19) 80 15，474 10，982 
'45(20) 42 24，305 23，207 95 
'46(21) 100 56，712 39，223 69 
'48(23) 151 1，483，316 1，091，481 73 
'49(24) 484 5，105，921 3，933，290 77 
'50(25) 108 1，299，856 1，073，204 82 
計 I 96鮒町7パ7，985，586バ| ι印叩1η171，3
注)r北炭社有林史 (上)草稿」第4必8表より作成.
円，町歩以下は切り捨て.
年
面
度
積 (町)
表 6ー 7 証券造林の補助金交付実績 (1945~1948年)
昭和 20年 I 21 年 I 22 年 I 23 年
4.66 I 463.34 I 212.18 I 201.79 
?
881.97 
新 経 費(円) 946.95 558，265.80 633，063.77 1，350，167.13 2，542，443.65 
補助金(円) 17，603.56 217，494.26 227，054.41 582，835.87 1，ω4，988.10 
植 補助率(%) 1，850.00 38.95 42.59 43.16 41.10 
下 経 費(円) 5，160.27 639，404.05 540，744.10 731，805.56 1，917，113.98 
補助 金 (円) 31，688.00 391，363.24 232，502.15 369，907.19 1，025，460.58 
メリ 補助率(%) 614.00 61.20 42.99 50.54 53.49 
下※終
総経費(円) 47，249.60 1，896，898.50 1，599，419.80 2，695，665.65 6，239，233.55 
刈迄了
補助計(円) 49，291.56 608，857.50 459，556.56 952，743.06 2，070，448.68 
補助率(%) 104.30 32.10 28.73 35.34 33.18 
注 1)※は新補植，下刈，野鼠駆除等下刈終了時までの総経費を示す.
2) r~ヒ炭山林史」第52表 ( p.125 ) より引用.
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道内での査定は， 20年当初は，マツ類340門/田J(新槌
200円， 下刈 140円)となっていたが21年8月には，カ
ラマツ 1，250円(新植750円，下刈 5∞円)， トドマツ ・エ
ゾマツ 1，450円(新植950円，下刈 500門)と改訂されて
いる. (同上p.68参照)この経費の査定は，北炭のよ う
な巨大所有にとっては有利で，その実際の費用に対して
過大なものであり，後にみるように結果的には，その造
林補助率を高める役割を果したこととなった.
かくして，北炭に対しては20年~23年の聞は証券造林
および一般造林補助金が交付されたのであった.24年以
降は，これらは一般造林補助金に統合されていくことと
なる.
こうした造林補助金の外に，北海道庁は向25年6月に
道単独で「北海道緊急造林奨励条例」を制定し補助金
50%の外に道が20%の投資をおこない，伐採時に分収方
式をとる「緊急造林地」の投資をおこなった.この投資
は， 29年度から学校造林のみを対象とし私有林は適用
外となったのであるが，北炭は約 1，271町歩を対象とす
ることによって約730万円の資金を取得している.
昭和28年，これまで各事業ごとに区分されていた補助
金は r北海道森林資源造成事業補助規則」に統合され，
従来，別途規則となっていた「苗畑事業Jr殺鼠剤配置
事業」を包含するとともに「森林害虫駆除」の補助など
が付加された.
この規則は，向30年に「北海道民有林造林事業補助金
交付規則」に再改正されたが，この時点で，造林および
天然更新整理事業のみが分離され，その補助率は従来の
50%から40%(国30%，道10%)に引き下げられること
となった.
ヰt
ヨ
??
? ?
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(ロ) 北炭の造林事業と造林補助金
すでにみたように，北海道における造林補助金は，一
般造林においては，昭和20年以降その造林費の50%，30 
年以降は40%と定められていた.また初期の証券造林
は r農林中央金庫に別に定められた造林費用の 2分の
1に相当する金額を納入すれば，同金庫はその倍額に相
当する「森林資源造成証券」を交付し，造林を完了した
場合には，額面相当額を支給する仕組J (r北炭山林史」
p.68)となっていた. したがってこの場合も，補助率は
50%となっている.
しかし，こうした補助金の交付は，実際に支出した造
林事業費に対してではなく，官庁のあらかじめ査定した
経費に対して50%以内として交付されていた. したがっ
て，各々の森林経営や，各々の造林地に対して，これら
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表6-9 造林補助金(一般造林 (II)，1950~1957年)の交付実績と実質補助率の推移
面(町歩積) 本(千本数) 
植栽経費(千円)
静{千円) 言者)年 度 苗木代|地相|植付費|雑費|計(A)
1950(招25) 366 865 2，116 1，958 565 160 4，801 3，279 68.3 
'51(26) 622 1，869 3，955 3，872 1，315 461 9，604 7，254 75.5 
'52(27) 708 2，114 5，932 4，424 1，798 562 12，708 8，149 64.1 
'53(28) 865 2，588 4，424 8，621 2，283 563 15，892 12，337 77.6 
'54(29) 699 2，151 3，978 6，669 1，730 575 12，954 9，109 70.3 
'55(30) 531 1，586 3，647 5，109 1，130 469 10，356 6，625 64.0 
'56(31 ) 927 2，791 6，174 10，013 1，875 628 18，691 12，439 66.6 
'57(32) 599 1，798 3，492 7，238 1，399 476 12，607 9，365 74.3 
計 1 5，317 1 15，762 1 33，709 1仰 ω|即 951 別 197，613 1 68，557 1 70.2 
注)r北炭社有林史(上)草稿」 一般造林補助金実績表より作成.千円以下切り捨て.
の補助金がいかなる位置(補助率)であったかは，それ
ぞれの経営または造林地の実態に照らして明らかにされ
る必要がある.
「北炭山林史」は，証券造林 (20~30年)についてはこ
の実質補助率は33%であったとしているのみである.
(向上p.125)
ところで r北炭社有林史(下)・草稿」は，証券造林
(20~23年)，一般補助金(19~25年)について，年度別 ・
場所別の内訳を，また25~32年の造林補助金については
年度別の実績表を掲上している.これらの詳細について
は以下の表に掲げたが，その実質補効率についてみると
次のようになっている.
(1) まず，この実質補助率を総体的にみると，証券造
林 33%，一般造林 (19~25 年) 77 %，同 (25~32年)
70%となっている. (表 6ー に 6-9参照)
(2) これを年度別にみると， 20年の証券造林の 104%，
同じく20年の一般造林の95%と，初期の造林補助金は，
高率に達している場合がある. (向上)
(3) 造林地の場所ごとの実態は， 25年までの実績しか
資料的に明らかにしえない.伐採跡地を対象とする証券
造林は総じて地域的パラつきがない.これに対して，無
立木地および原野を対象とする一般造林は，場所別，造
林面積の規模別に格差がある.例えば，地理的に道南地
に属し，交通の使のよい大沼山林の約 120町歩の事業の
補助率は 100~百を越えているし，また同じく苫小牧市近
郊の沼端での 220町歩の事業は95%と高率になってい
る.総じて大面積造林， したがって大所有者に有利
な制度であったといえよう. (表6-8，6-10参照)
以上のように，昭和20年代から30年代初頭にかけての
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表6-10 山林別の造林補助金交付実績と実質補助
率 (1951~1957年)
山林|樹 種|面積|新植経費|補助金|喜助霊
町
861，85円C 580，78円9 沼田 カラマツ 69 
北竜 " 59 649，916 557，963 
美流渡 " 29 367，968 263，184 
幾春別 " 37 532，102 312，087 
追分 " 328 2，718，792 1，714，434 
多寄 " 7 82，495 69，429 
雄信 " 13 66，000 62，462 
大沼 " 119 1，130，720 1，140，464 
沼ノ端 トドマツ 217 1，506，368 1，429，737 カラマツ
東山 カラマツ 1 15，015 8，540 
二岐 " 1 20，291 9，940 
沼ノ上 トドマツ 1 18，592 11，376 
黒松内 カラマツ 80 15，474 10，982 
計| 一 |吋 W 悶 616，ω叩1ρη川7
注)r北炭社有林史(上)草稿」第4ω8表より作成.
円，町歩以下は切り捨て.
% 
67.4 
85.9 
71.5 
58.7 
63.1 
84.2 
94.6 
100.9 
94.9 
56.9 
49.0 
61.2 
71.0 
造林補助政策の実質補助率は，北炭の森林経営において
は70~80%の高率となっていた.このことは，当時の国
家的森林資源政策の中核をなした造林補助政策が，土地
所有者の優遇策を軸とし，それを基礎と した森林資源政
策であったことを示している.つまり，資金的にみれ
ば，国家資金を基金(フォンド)とした，戦後間独資の
資源政策であるが，それは同時に，北海道では大土地所
有を基礎とした新たな資源政策でもあったといえる.
③ 森林経営における造林補助金の位置
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以上のような2(}年代の造林補助金が，北炭の森林経営
の経営収支においてしめた位位をみたのが表6-11であ
る.
すでに，経営収支の項でみたように，北炭は，この交
付された補助金をその山林資金勘定においては，当初は
全て雑収入に繰入れ勘定していた.しかし， 28年から
は，これを「入金が多い場合は之を雑益に，少ない時は
立木勘定に振替精算する」ことになっている.
これらの実際の運用の実態については不明であるが，
28年以降はこの補助金収入は前記の経営収支の雑収入に
は算入されておらず，その大部分は立木収入に繰入れら
れていたと推定される.
したがって，この補助金がその森林経営の経営収支に
いかなる位置をしめたかを算出することは困難である.
しかし，年度毎の造林事業費との関連でみると， 20年~
32年の総事業費 12，721万円に対して補助金は 7，684万円
と約60%となっている.また，前記の推定にもとづい
て，立木収入にしめる補助金の割合を算出すると， 28年
34%， 29年50%，30年50%，31年64%，32年92%となっ
ている.
また，同じ期間の総差引益6，147万円に対して， これ
ら補助金は31年以降の赤字もこれあり 125%にも達して
いた.これらは戦後 ・森林経営において補助金のしめた
役割の大きさとその意義を示すものであろう.
戦前期の大山林経営のもとにおいて，半封建的農業地
代(小作料)と原生林地代(同立木代)を原資に原生林
の遅々とした人工林化=用材林化を進めてきた森林経営
が，戦後の国家的資源政策のなかで，新たに創設された
補助制度をその新たな原資として，これまた新たな造林
事業であった拡大造林を進めてきたことを物語ってい
る.
なお，この拡大造林の展開が最盛期にあった32年に，
北炭は各山林ごとの今後の造林可能地を調査し，当時の
所有山林総面積27，835町歩に対して， ~正造林地 10，426町
のほかに可能地が5，395町歩であるとしている.この可
能地が全て造林され人工林化された場合でも，その人工
林率は約57%であった. (表6-3，参照)そして地理的
地形的にみて， 100%の人工林化が可能とされたのは，
沼ノ端山林2，836町(47年現在での造林地は 1，095田Iであ
った)と千歳山林 121町歩のみであった. しかし，こう
した計画は，すでにみたような，その後の社会的条件の
展開のなかで，社有林担当者の“見果てぬ夢"となった
のであった. (表6-16参照)
(5) 坑木需要の変化と社有林経営
① 坑木消費の原単位
戦後のエネルギー革命以前においては，一般に石炭生
産における単位生産量当りの坑木消費量=f原単位」は，
表 6ー 11 経営収支における造林補助金の位置 (1945~1957年)
単位 :円，%
メ自「間同一手間卜幣林同if~， ~t ~造(官)引差 (Z|) 益 JA川 J A/C 
1945(昭20) 23，207 49，291 72，498 99，359 3ω，292 73.0 23.4 
'46(21) 39，223 608，857 648，080 888，516 553，784 72.9 117.0 
'47(22) 459，556 459，556 1，921，583 1，772，538 23.9 25.9 
'48(23) 1，091，481 952，743 2，044，224 6，523，900 1，849，345 31.3 110.5 
'49(24) 3，983，290 3，983，290 6，549，075 5，334，4ω 60.8 74.7 
'50(25) 1，073，204 3，279，508 4，352，712 10，058，210 1，549，173 43.3 281.0 
'51(26) 7，254，712 7，254，712 9，766，798 1，185，810 74.3 611.8 
'52(27) 8，149，699 8，149，699 21，527，822 14，475，589 37.9 56.3 
'53(28) 12，337，833 12，337，833 8，660，347 13，951，381 142.5 88.4 
'54(29) 9，109，402 9，1ω，402 18，589，699 15，818，708 49.0 57.6 
'55(30) 6，625，755 6，625，755 14，496，756 17，758，591 45.7 37.3 
'56(31) 12，439，282 12，439，282 13，812，757 企 4，420，302 90.1 
'57(32) 9，365，887 9，365，887 14，324，280 ゐ 8，664，116 65.4 
合 計 |い同仇臼叩仰，21幻別I叩0ム嗣司ふ…j九0，4.州4必81ド白仏…5止'ム句均抗町之山，♂仇州8バi附
注)表6一4ム，表6一6ι，表6一7および表6一9より作成.
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石炭の生産量とパラレルであるとされてきた.
つまり，森林の伐採を対象とする原生林の伐出経営と
同じように，天然、資源の採取を生産とする石炭産業にお
いては，その生産性は，その対象とする天然資源の賦存
状態に著しく規制されるのである. したがって「石炭の
需要が急伸する場合には，いきおい自然条件の劣悪な炭
層まで侵掘するようになるので，その結果，坑木原単位
の上昇を促し，一段と消費量の増加に拍車をかけること
になる.これに反し不況期には必然的に出炭抑制，企
業整備が行なわれ，坑内条件の低劣な炭鉱の休廃止によ
って消費原単位が低下するので，坑木消費量は，ますま
す減少するのが普通であるJ(r北炭山林史Jp. 209~210 
とされるのである.
図6-1に，このような坑木原単位の全国的な推移お
よび北炭の実績と同じく石炭の出炭量の推移を示す.
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この図にみるように，原単位が 0.3石/tを越えたの
は，敗戦直後の時代であった. (全国21~23年，北炭22
~23年)また 0.2~0.3石/t を示すのは，戦前期では (16
~20年，全国)戦後期は (24~28年)であった.
しかし，この昭和20~23年の時代は，同時に石炭の生
産量も激減している. このことについて「北炭山林史」
は rしかしこのような現象は，戦時異常増産の強行
によってもたらした，坑内条件の悪化とし、う特殊要因に
よるもので……J(向上p.209)と説明している.つま り，
この期の増産体制が如何に坑木資材の乱費叉は浪費をと
もなったかを示しているといえよう.
このような原単位の推移は，こうした戦時体制下にお
ける石炭の増産体制の生産力的・技術的特徴とその矛盾
をしめしている.つまり，林業においても同じことであ
るが，採炭の技術的革新を伴なわない，戦時体制下の「合
??
? ?
??
?
?
?
?
??
500 
400 
昭5 10 15 20 25 30 
和年年年年年年
注)r北炭山林史」第100表 (p.210)および第108表 (p.239)より作成.
図6-1 坑木消費の原単位の推移(昭和10年・北炭 0.088石/t ・全国 0.10石/tを100とする指数)
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理化Jは，ひたすら植民地労働者を含む労働力の総動員
と安全性の無視ないしは軽視のもとに遂行されたのであ
り，それは諸生産手段の浪費をともなうものであった.
しかし，昭和25年以降になると，この状況は変化する
こととなった.朝鮮戦争下のプームを背景として，石炭
の生産量は増大していくのがあるが，ここでは採炭の技
術改革が導入され，とりわけ坑木消費については，カツ
ベ採炭をはじめ採掘技術の改良型網， p sコンク リ
ート柱， レンガ等の代替材の利用によって，その原単位
は増産においても低下することとなった.
こうした石炭生産の技術革新は，昭和30年代以降の
「エネルギー革命」のもとで進行する生産「合理化」のな
かで，飛躍的に進み，その坑木消費の原単位は著しく減
少した.
以上のような，坑木需要の変化は，石炭砿山の社有林
としての北炭の森林経営にも，大きな影響を与えること
となった.
② 社有林材の坑木利用
すでに前稿でもみたように，社有林からの坑木供給量
は，戦時経済下の18年から10%代を越え，これは24年ま
で維持されている.とくに20年は34.3%，21年は33.1%
とその供給比率は，社有林創設以来のピークに達した.
しかし，これらの供給は，その森林経営の発展による
必然的な結果ではなく，以下にみるように，戦後統制と
伐期を早めての，いわば緊急対応であり，その施業の合
理性を無視して，本社資本の要求に屈した増伐の結果で
もあった.
このことについて「北炭山林史」は r次いで同年(21
年)10月，従来の『木材統制j法』に代り，戦後物資統制jの
基本法として『臨時物資需給調整法』が登場し，ここに
ふたたび坑木および一般用材は，生産，配給，消費およ
び価格にわたり全面統制が実施された.この間当社にお
いては，社有林からの供給を急ぎ，伐期を早めることに
よって20年度には23万石， 21年度には 14万5，000石と，
需要最の33~34%を自給することができ，自家備林の効
用を最高度に発揮したのでーあった・j(向上 p.228-229.傍
点 ・有永)と記している.
表6-12に，社有林材の供給の推移を示す.
③ 坑木需要の樹種別j変化
石炭舷山における坑木の利用は，それを用途別にみる
と，坑道坑木と切羽坑木に大別される.前者は，坑道の
安全性を保持するためのものであり，長期的な耐久性を
要求され r太物長材j，末口径 4~6 寸，長さ 8~10尺
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表6-12 社有林材の坑木供給実績の推移
(19叩~1957年)
年 |一| 社有林供給量
針葉樹|広葉樹| 計 1% 
石 石 石 石
昭和13年 561，ω2 16，683 9，196 25，879 4.6 
14 670，936 48，403 7，8お 56，226 8.4 
15 723，804 47，043 9，383 56，426 7.8 
16 1，077，455 45，800 10，639 56，439 5.2 
17 1，041，585 30，468 13，10C 43，568 4.2 
18 1，072，327 115，367 7，60C 122，967 11.5 
19 1，186，124 94，884 57，981 152，865 12.9 
20 678，48C 187，917 44，986 232，903 34.3 
21 438，662 78，647 66，512 145，159 33.1 
22 850，156 85，247 61，567 146，814 17.3 
23 1，064，750 71，546 64，546 136，092 12.8 
24 779，053 70，402 29，287 99，689 12.8 
25 703，493 44，204 22，244 66，448 9.5 
26 700，288 34，751 15，568 50，319 7.2 
27 671，742 15，131 1，307 16，438 2.4 
28 643，113 19，088 1，069 20，157 3.1 
29 522，484 17，665 437 18，102 3.5 
30 511，495 15，875 656 16，513 3.2 
31 475，862 3，894 874 4，768 1.0 
32 528，753 10，520 1，531 12，051 2.3 
注)供給%は総入荷量における社有林供給量の比率
を示す.
「北炭山林史」第 102表(p.214)より引用.
の針葉樹が最適とされる.後者は，短期消耗的なもので
あり，末口径 3 ~5 寸の針・広葉樹が利用され，長さも
8尺以下のものが使用されていた.その利用法は，丸太
をそのまま利用する丸矢木と矢板に割って矢木として利
用方法が古くからとられていた.(r向上j p，211-212) 
北炭では，社有林の創設の明治34年以来，社有林材は，
トドマツ，エゾマツの針葉樹丸太を中心としナラ，カ
ツラ，タモ，セシ，シコロ，アサダなどの広葉樹を割材
として利用していた.
カラマツ材は，当初はその材質(有株材)のために坑
木としては利用されなかったが，北炭は「……大正 5~
6年に購入した数万町歩に及ぶ民有林の中に豊富に存在
することに着目し，坑道支柱用として鋭意改良を加えた
結果，適木としてようやく 10年から各砿に普及されるに
至ったj (同 p.219)つまり，北炭においても，カラマツ
材が，坑木用として認められたのは大正10年になっての
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ことであった. しかしこの大正後期から昭和8年の聞
は，俸太材(松毛虫被害の枯損材)のグイマツの大量移
入時代であり，カラマツ材が本社坑木用として本格酌に
位置付けられたのは，昭和l(咋の「第二次施業案」にお
いてであった.
昭和12年の坑木の樹種別利用は，カラマツ 60%， ト
ド・エゾマツ34%，広葉樹6%(向上 p.242参照)であ
り，その大部分は針葉樹の利用であった. しかし，戦時
増産体制Iのもとでの坑木需要に対応するため r昭和11
年からは，従来のカラマツ， トドマツ，エゾマツのほか
に，新たに広葉樹をも併用することとなったJ(向上 p.
221)また，一方で「……， 12年7月他社に先駆して青森
に駐在所を設置し，アカマツ?ロマツ，スギ，カラマ
ツなどの坑木移入に専念させることとしたJ(向上 p.
223-224)のであった.ところが同18年に「木材統制j法」
が施行され，東北地方産木材の県外移出禁止措置がとら
れたため，これ以後は，広葉樹材の利用が拡大していっ
た.また，この時期に矢木はすべて丸矢木へ切替えられ
ているが，これは大径材の入手困難によるものであろ
う.(p.242参照)
以上のような経過をへて，戦時経済下では広葉樹材の
利用が徐々に拡大してくるのであるが，それは昭和20年
でも16%をしめるにすぎなかった.
しかし戦後復興のなかでの木材需要の拡大とりわけ
紙パルプ材需要の増大のなかで，針葉樹材の入手はます
ます困難となり，同28年には，広葉樹林が51%と遂にそ
の購入比率は逆転することとなった.
この針・広別消費量の推移を表6-13に示す.
また，この針・広別の購入先状況を表6-14に示す
が， 27年には購入量の約5{)%が民有林， 23%が国有林，
道外からの移入材が19%をしめ，社有林材は 0.5%にす
ぎなかった.この うち，針葉樹材は，道内民有林32%，
表6-13 針 ・ 広別坑木消費量の推移(1937~1957年)
広葉樹 メ口斗 言十
年
度数量 1% 数量 1% 数量 1%
石 石 石
昭和12年 416，433 90 46，270 10 462，703 100 
13 504，983 90 56，109 10 561，ω2 100 
14 597，133 89 73，803 11 670，936 100 
15 644，186 89 79，618 11 723，804 100 
16 958，83C 891 118，625 11 1，077，455 100 
17 927，011 891 114，574 11 1，041，585 100 
18 944，726 81 127，601 121 1，072，327 100 
19 1，020，067 861 166，057 141 1，186，124 100 
20 569，923 841 108，557 16 678，48C 100 
21 355，316 81 83，346 19 438，662 100 
22 663，122 781 187，034 22 850，156 100 
23 809，2lC 761 255，540 241 1，064，750 100 
24 597，457 71 181，596 23 779，053 100 
25 483，366 691 220，127 31 703，493 100 
26 404，755 581 295，533 42 700，288 100 
27 403，35C 601 268，392 40 671，742 100 
28 312，187 491 330，926 51 643，113 100 
29 252，982 481 269，502 52 522，484 100 
30 181，126 351 330，369 65 511，495 100 
31 155.198 31 320，664 67 475，862 100 
32 168，29C 321 360，463 68 528，753 100 
注) r~ヒ炭山林史」第 109 表(p.243) より引用.
表6-14 針広別・森林所有別の坑木購入状況 (1952年， 1957年)
? ?? ????
?
???
??
?
?
? ，
?
???
?
???『?
? ?
ー
??
?
??
言十
単位;石，%百
| 一幻
針葉樹|広葉樹 l 音計| 
114，714: 28.4 38，357! 国有林 14.3 153，071: 22.8 92.121: 54.7 104，935! 29.1 197，056! 37.3 
道有林 7，073! 1.8 3，232! 1.2 10，305! 1.5 5，060: 3.0 7，548 2.1 12，608! 2.4 
6，100! 3.61 13，46Q 3.7 公有林 12，588! 3.1 15，210 5.7 27，798! 4.1 19，560; 3.7 
社有林 15，131! 3.8 1，307! 0.5 16，438! 2.4 10，520: 6.21 1，53t 0.4 12，051! 2.3 
民有林 127，222! 31.5 210，286 78.4 337，508! 50.2 54，489! 32.41 232，989: 64.6 54.4 287，478! 
移入材 126，620! 31.4 126，622! 18.8 一 一一 一
計 liM…1268，叫 i…!♂1，7421100丁日8，:ふり 100 360，463: 100 I跳 73号100
注) r~ヒ炭山林史」第 110表(p.243) より作成.
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移入材32%と，その過半をこれら民有林に依存してい
た.しかし 32年になると国有林材が総量で37%と増大
し，針葉樹材の55%が国有林から供給されている.
こうした国有林材への依存を高めるなかで，北炭木材
部の専属の木材業者30名が， 30年4月，それまでの「北
海道坑木協同組合」より離脱し r北星鉱木協同組合」
を結成している. (同上 p.234参照)
敗戦直後の20~21年に本社の坑木需要に対応して，坑
木需要の 3割強を供給し r自家備林の効用を最高度に
発揮し」同上 p.229)また rここに，当社社有林のごと
き坑木俄林たる特殊性格と，これが使命達成の跡が明確
に鏡見できる」向上 p.145)とされた北炭の森林経営は，
以上のベたような坑木需要の変化のなかで， 20年代後半
以降その坑木原料供給者としての位置を急速に低下させ
ていくのであった.
このことは，戦後森林経営の中核をなし，その特徴を
なしたカラマツ人工造林による森林施業が r北炭山林
史」のいうように，北炭本社の原料要求に対応しての砿
山備林としての資源造林を必ずしも志向したものではな
かったことを示しているといえよう.つまり， 3U1年代初
頭の時期にはすでに北炭本社の社有林材に対する原料要
求は著るしく減退していたのであって，その森林経営の
担当者(とくに林業技術者)の主観的意図はともあれ，
北炭の戦後・森林経営の展開は，戦後森林資源政策に依
存し，そのもので展開したものであったといえよう.
「北炭山林史Jr第6章社有林と森林資源」の「第2節
社有林の発展」は，その「人工造林の推進」の項におい
て次のように記している.
「……，かくて天然に放置された生長の衰えた山林や，
生長していても価値の低い山林を整理して，人工による
生産性の高い新生林を造成する，いわゆる皆伐作業によ
る人工林の造成拡大は，いまや国をあげての基本方針と
なっているが，社有林においては，すでに数十年来終始
一貫して，この方針を堅持してきたことは特筆すべきこ
とで・あるJ (向上 p.271. 傍点 ・有永)と.
当時の北炭の社内事情とそのもとでの山林担当者のお
かれた苦渋に満ちた状況がうかがわれるものである.
(6) r高度成長期」以降の造林事業
戦後森林経営の展開のもと，昭和30年代初頭の北炭山
林の土地，森林資源の各山林別の構成は，表 6ー 15に示
すような状況となっていた.
すでにみたように，昭和2(咋代末の石炭不況のなかで
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北炭本社の経営が悪化し，社有林はその資金手当のた
め，ニ岐(2，195町)，栗山(1，156町)，沼ノ上(575町)，中
興部(802町)の 4山林，計4，703町を王子製紙に売却せざ
るをえなかった.
こうした状況のもとで，昭和30年2月に r社有林5
ヶ年計画(昭和32~36年 )J が，その対応策として樹立さ
れている.この計画は，①既往のカラマツ， トウヒの人
工造林地の一部の伐期を繰上げし 5ヶ年間で約950町，
年平均6万6，0∞石を伐採する.これによって，既造林
地の保護費その他管理費を支弁すること . ②32~36年の
5ヶ年間に上記の再造林を含めて 2，778町の造林を実行
すること.③これによって， 31年末現在の累計造林面積
を7，800町から 9，644町と拡大すること. (r北炭山林史」
p.80および p.89K表参照)となっていた.
この計画は表6-16に示すよ うに，面積的には，98.6 
%(2，740)とほぼ完全に達成されている.
また，同計画はこうした造林計画の進行の結果， 34年
~43年までは社用林材の坑木供給率は12~13%，さらに
49年以降は，年間出炭ベースを450万tとすると， 38% 
になるとしている. (p.84)また，こうした坑木自給を目
的とする造林計画は r社有林人工造林計画」として，
昭和62年までの30ヶ年聞に，年平均700町を造林し，昭
和53年以降はその自給率を約50%とする計画も別に立て
られていた.(向上第 132表参照)
しかし，同じく表6-16に示すように，この37年以降
の造林面積は， 42年までは辛うじて年間300町台を維持
するが， 43年以降は激減する.
そして45年になると，年間わずか45町となっている.
つまり，この45年の時点で拡大造林を主軸に展開して
きた戦後 ・北炭の森林経営は終鳶したのであった.そし
て，これ以後は次項にみるように，その森林経営は空洞
化し，土地所有へと後退していくこととなった.
なお，この33年以降の森林経営についての系統的な資
料は，現在のところ残念ながら入手しえない.
また，これも次項で述べるように 39年千歳山林 106
haをはじめとして45~46年までにその所有山林は，三井
観光開発K.K.にその過半が分割移管されている.この
46年以降，北炭山林の所有山林は，基本的には上記三井
観光開発K.K.と北炭K.K.の所有に区分されることと
なっている.
このこつの所有山林のうち，北炭所有地についてはそ
の資料は入手しえなかったが，三井観光開発K.K.の45
年以降の事業実績および58年現在の森林資源の状況を表
.， 
N 
?
?
?
?????????????
????
単位 :町，石，%
森 林 面 積 (B) 森林蓄積 (A) 町歩当りの蓄積 (AjB) 造林可能地
山林名
川 (広葉|針胤|人工林| 人It*1時 |蹴 |計人工|天然広|天吋無立|吋計造林地葉樹林混交林木地 率 樹林交樹林材比率 可能地(可能地含む)
沼 田 1，534 768 7，709 183 15.0 10，195 26，800 31，100 293，500 7.6 351，40C 17.5 40.5 38.1 34.5 2，474 39.3 
オヒ 竜 821 88 21 88.0 931 16，800 7，300 69.7 24，100 20.5 82.8 25.9 15 89.9 
大和田 537 537 -1 17，400 17，400 32.4 32.4 
美 流渡 731 873 1，297 103 24.0 3，005 19，230 52，650 98，360 11.3 170，240 26.3 60.3 75.8 56.6 818 51.6 
幾春別 756 394 370 118 46.0 1，639 32，170 8，070 21，380 52.2 61，62C 42.5 20.4 57.7 37.6 303 64.6 
追 分 2，338 568 295 73.0 3，201 47，817 148，555 24.4 196，372 20.4 261.5 61.3 511 89.0 
タ 張 128 125 476 81 16.0 812 6，419 76，047 82，466 51.0 159.7 101.5 87 26.6 
沼ノ端 2，504 253 78 88.0 2，836 142，675 83，667 63.0 226，342 5.9 330.2 79.8 331 100.0 
盛 浦 176 67 110 50.0 354 1，120 2，650 29.7 3，77C 6.4 39.C 10.6 37 60.2 
長日 床 10 191 5.0 201 350 21，303 1.6 21，653 34.8 111.4 -1 107.6 23 16.6 
千 歳 35 86 121 8，222 4，714 63.6 12，936 -1 133.9 -1 106.1 121 100.0 
大 沼 1，042 827 197 50.4 2，067 4，020 162，084 2.4 166，104 3.9 195.8 80.4 670 82.8 
津 ~IJ 137 137 -1 27，40C 27，40C 199.3 199.3 
多 寄 277 27 287 46.9 592 5，700 2，193 30，158 15.0 38，051 20.5 79.5 105.1 64.2 46.9 
維 信 104 453 18.8 558 -1 31，670 31，670 69.9 56.7 18.8 
敏音 知 524 
-1 79，000 79，OOC 123.1 123.1 
松音知 117 
況 (1957年現在)状の源資林森表 6-15
???
56.8 
?? ?
?
。 。，?。 、?? ??????• ???? ?? ??????????|叫 5~~r-lo，81611 ，2761 付吋3ω9041 641 ，37イ 564.2451 20.211，510，5241 
注 1)r北炭山林史」第 124表(p.264)，第 1.27表(p.267)および第 125表(p.265)より作成.
2)造林可能地は，昭和32年以降の第2次計画のための調査結果である.
?
表 6ー 16 造林実績の推移 (1957-1972年)
山林¥年度I(協)I '58 I 'ω I(ぷ)I '61 I '62 I '63 I '64 I (品)I '66 I '67I '68I '69
単位:町
凶~5)1 '71 I '72I 計 l警能誌
沼 田 124.00 130.06 97.48 91.65 87.91 75.85 87.25 44.28 9.80 60.72 37.70 24.95 19.03 24.51 21.48 31.95 968.62 2，474.61 
幾春別 22.95 51.47 33.90 21.40 18.90 11.31 36.65 16.18 13.88 3.09 12.44 1.57 243.74 303.5C 
タ 張 19.29 33.82 8.36 22.23 83.70 87.50 
追 分 166.12 192.67 207.97 141.57 96.25 96.59 56.91 69.15 53.54 55.87 74.57 46.70 11.18 1，269.09 511.47 
オヒ 竜 58.65 38.54 58.47 49.37 37.16 25.05 12.03 13.52 6.30 4.26 4.36 12.14 319.85 15.82 
量 滞 18.55 14.83 9.15 9.61 2.77 1.02 2.13 58.06 37.54 
美流波 51.76 66.36 28.26 26.12 15.27 33.67 49.30 34.63 33.12 25.58 8.63 11.20 9.52 8.25 401.67 818.04 
大 沼 58.41 62.94 57.98 54.61 33.11 51.15 95.58 62.78 35.15 43.66 75.52 38.39 27.77 637.49 670.12 
沼ノ 端 53.46 60.83 97.58 109.26 125.45 90.23 93.59 121.23 109.36 71.89 43.38 23.45 1，095.29 331.62 
敏音知 0.76 0.35 1.11 
維信内 8.20 9.66 0.46 18.32 
多 寄
?
??
計 1 532.491 651判別•151 日4.叫 424.471 387.431 373.741 335.151 254.971 301.491286.451167.711107.751 4ょ9~ 21.481 33.521 5，096.9411 5，395品
注)1988年1月調査(北炭段林KK) より作成.表末の造林可能地は「北炭山林史」第 125~侵「社有林地種別内訳J (p.265)より付加した.
表6-17 三 井観光開発 K K の造林事業 (197ト 1986年)
¥¥年度 間 I'71 I '72 '73 '74 I (品)I '76 '79!'80181182 1 ω | 84|'85|'“|合計事業 (昭45) (昭55)1 UL  U<'  "" 1 u. I(昭60)
造 林 (ha) 42.27 20.45 9.55 20.46 15.98 15.00 13.00 13.00 13.00 13.00 13.00 13.00 13.00 214.71 
下 刈 (ha) 135.61 92.73 91.05 20.76 10.02 65.27 62.72 72.37 81.31 65.04 70.45 72.80 55.98 68.98 66.00 71.52 65.00 1，173.61 
天然下種補整 (ha) 40.16 75.79 27.00 142.95 
つる切除伐 (ha) 52.27 一 43.65 49.75 51.33 19.00 10.00 216.00 
作 業 路 (m) 2，OOQ 2，000 -1 1，050 1，406 1，837 8，293 
注)1988年 1月調査(三井観光開発KK) より作成.なお，この間の事業費総額139，042千円の66%(91，864千円)は各種補助金によって賄われている.
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6-17と， 表6-18に示しておく.
2) 林野所有の不動産化 (1970~1985) 
前項でみたように，北炭山林の戦後・森林経営の展開
は昭和45年をもって終駕した.
これ以後，その巨大な林野所有は，本社の炭鉱経営の
「エネルギー革命」による経営悪化と各砿山の閉山と，
7(咋以降の土地ブームのなかで，本社資本による土地所
有 ・森林資源所有として再評価されることとなった.す
なわち，昭和30年代末に，その本社不動産部ともいうべ
き「三井観光開発K.K.J (33年8月「北海道不動産」とし
て設立.r北炭不動産」より社名変更)が北炭本社の 1∞
%出資の子会社として発足し，その土地所有を基礎とし
て不動産，観光事業へ進出することとなった.
この三井観光開発K.K.は.57年現在，資本金55億円，
従業員 1，784名，売上高240億円となり，札幌グランド
ホテルをはじめ，北海道から九州まで全国に17のホテル
をもっ企業にまで急成長している.
以下，こうした森林経営の不動産化の展開について，
その林野所有の果した役割についてのベる.
(1) 山林の売却処分
①農地改革と米軍用地接収
戦後の北炭山林の経営において，その山林処分がなさ
れたのは，農地改革においてであった.北炭は，この強
制買収によって，土地売払代金約247万円，人工林立木
補償金4，143万円，天然林立木代金13万円，計4，400万円
を取得したのであるが，このうち土地代金はわずか5.9
%であり，その94%は人工林の立木補償であった.(N 
稿表5-7.p.48参照)
また，昭和26年4月には. GHQの指令によ り千歳山
林の 164町が軍事基地用として接収されている.さら
に，同27年 4月の「日米安全保障条約」の締結とそれに
もとづく行政協定(第3条)によって.28年4月沼ノ端山
林の 523町，また28年5月千歳山林計131町，沼ノ端山
林891町が緩収され，その合計は 1，711町に達していた.
(向上 p.87~89 参照)
この接収に対し，北炭は， 関係先にその解除方を陳情
するとともに r日米合同委員会」に提訴をしているが，
31年3月までに第1次接収分164町を残して返還されて
いる. (向上第17表， p.89参照)
この米軍接収地での演習による被害で r表土剥離」
および山火被害を受け，造林地286町，天然生雑木林
821 
225町が被害を受けた. この被害について. 29~32年の
聞に，立木補償1，072万円，土地の表土補償645万円，
計約1，137万円を取得している.(向上，第18表， p.90参照)
つまり，この農地改革と米軍用地補償によって当時の
金額で，約5，400万円を取得しており，その大部分は造
林地の立木補償であった.この金額は，当時の新槌費が
1町歩当り 2万円前後であったことからすると，大きな
ものであり，それだけに北炭に造林地の資産としての意
義を再認識させるものでもあったといえよう.
② 王子製紙への 4山林の売却
昭和29年の石炭業界は，朝鮮戦争ブームの去った後の
不況であり，またこれを契機に「エネルギー革命」が始
動を開始する時期であった.一方，紙 ・パルプ産業は，
三白景気のもとに，その設備投資期に入り，その原料資
源確保のため林野集積を盛んにおこなった時期でもあっ
た.
このよ うな状況のも とで r……，やむなく社有林 の
うち最優秀の天然木を保有し，かっ2，ω側丁歩の造林地
を包合する栗山，二岐，中興部，沼ノ上の 4山林，合計
4，706町歩を王子製紙へ譲渡することとなった……」・
(向上p.80)
この 4山林の北炭内部での評価額は，天 然林約3億
7，000万円，人工林約3，800万凡計約4億800万円であ
ったとされる(北炭資料).しかし，この実際の売却価格
は2億5，000万円であ り， その支払方法は. 30年5月9
日に内金1億円，同6月以降10月までに毎月末日 3，000
万円の分割払いであった.
こうした決裁方法からも当時の北炭本社の資金ぐりの
内情が推察されよう.
ともあれ，この売却は，炭砿経営のための「産業備
林」としての北炭の社有林経営の建前と目的の崩壊を意
味する象徴的な事件であった.と，同時に.60年代以降
のその所有林野の不動産化の開始をつげるものであっ
た.
③三井観光開発K.K.による売却処分
すでにみたように.30年代末より北炭山林の所有地
は，その子会社である三井観光開発K.K.に移換されて
いった.この移換は70年代初頭の45~46年にかけて集中
的に実施されている. (図6-2参照)
そして，これ以後その土地処分は，同社を通じてなさ
れることとなった.この三井観光による不動産処分の詳
細は不明であるが，現在のところ確認できるものは次の
通りである.
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①昭和45年5月，道有林の経営拡充としての追分山林
(追分町・早来町)の l，703ha(うち人工林905ha)の売
却.その代金は2億 8，100万円であった.
②同じく45年5月の国営農地開発事業のため国(農地
開発事業団)へl，505haの売却.その代金は4億 5，4∞万
円.この売却は，新全総の苫小牧東部開発にともなう代
替農地の関連でなされたものであり， うち l，330haは農
地に移管されたが，残り 200haは'88年現在も道庁企業
局の管理のもとにある.
③48年には，千歳空港拡充のための用地として， 134 
haを12億4，400万円で北海道開発公社へ売却.また，同
49年には大規模保養地として，437haが，森町，七飯町
の娠興公社を通して r年金福祉事業団」へのお億円で
売却されている.
以上のように，同社を通しての売却処分は，現在確認
されうるものだけで，3，779ha，売却代金54億 7，900万円
に達している.なお，この外に太平洋クラブへ知床山林
(白老町)約200haが売却されているが，その詳細は不明
である.
以上のように，昭和30年の王子製紙への 4山林の売却
以降，北炭は，確認しうるだけでその所有山林の約
8，500haを売却し， 57億2，900万円の代金を取得したので
あった.ところで，本稿の経営収支の項でみたように，
昭和31年末の北炭の資産評価では，その所有資産(土
地・立木・建物)は6，400万円であったとされている.
この事実を対比するとき， 70年代以降は，まさに不動産
ブームの時代であったといえよう.そして，いわば，こ
うした事態を先取りする形で，北炭の森林経営の不動産
化が進行したので、あった.
そして，この北炭の土地処分は，千歳空港，大沼保養
地などにみられるように，その売却の直前に三井観光へ
移管したことから「土地ころがし」ともされている.ま
た，その価格についても r週辺に比べ高過ぎる，新千
歳空港の用地買収J(r北海道新聞J76. 7. 12付)また
「自然破壊， 価格つり上げ，道の監査責任も追及，大沼
年金保養基地で影山氏J (r北海タイムスJ76. 7. 1併す)
と北海道議会で問題とされている.これら公共事業への
大土地所有をテコと した新たな国家資本への寄生ともい
える事実である.
以上のような，確認しうる土地売却についての一覧表
を表6-19に掲げる.
また，これらの結果としての，北炭山林所有地の土地
所有の移動の総括表を図 6-2に示す.これによれば，
59年末の北炭関連企業による所有面積は，北炭K.K.
静1:月官|山林名|面(防)積|開|用 備 ?
'5. 3. 29 一 岐 2，195 北炭内部での評価は
王 " 栗 山 1，156 森林経営 天然林 370，169千円子 250 (パルプ備林造成) 人工林 38，448 " " 沼の上 575 製
" 中興部 802 
計 408，617 " 
紙 であった. (1954年末，北
計|仰仰0)1 炭不動産課資料)
道 '70. 5. 30 追
分 1
1…;1 追分山林分は正確には有 早 来 370( 70) 57 224，434千円
林 計 11，703(叩5)1
(北海道企業局調)
'70. 5. 追 分 1，505 454 国営農地開発 三井観光へ移換後に売却
'73. 千 歳 134 1，244 新空港
国 '74. 大 沼 437 3，500 大規模年金保養地
計 12，076 一
合計|一|山 5，7291
注 1)1988年 1月調査(北海道庁等)よ り作成.なお，この外に知床山林約200ha(白老町)が太平洋ク
ラプに売却されているが，詳細は不明である.
2)面積の( )は，人工林面積を示す.
822 
(売
1957年所有地
27，835町
人工林 10.426 
天然林 5日317
天然針広混交林
10，816 
国 (r北炭山林史JP60!表・参照)1~l無立木地 1，276 
ト.，)
ω 1 ・ . "'7 tlHI (u:1. (r北炭山林史JP264
第124表・参昭)
(小計 10，115町)
図6-2
(r北炭山林史JP264
第124表を基礎に、
1986年聞き取り調
査より補足推定)
北炭KK所有地
(本稿表6-19・参照)
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10，490ha，三井観光開発10，250ha，北炭幌加内炭舷K.K.
1，428ha，北炭農林458ha，計22，626haである.なお，
45年以降に三井観光開発K.K.を通じて売却された山林
は約4，OOOhaであり，移管面積と59年末に同社が所有し
ている面積の関係では約1，OOOhaの差があるが，この原
因(売却されたのか，測量誤差等によるものか)は不明
である.
(2) 山林担保の状況
以上のような山林の売却とともに，7(咋代以降の土地
所有をめぐる状況の特徴の 1つは不動産金融で‘ある.
周知のように，北炭の主要鉱山であった夕張炭砿は，
昭和56年10月，北炭夕張新鉱でガス突出による大災害を
起している.これによって，同鉱は閉山の岐路に立つの
であるが，この閉山をめぐる労使交渉のなかで，その山
林担保の状況が明らかにされている.
その山林担保の状況を表6-2.0に示す.
これより見ると， 56年3月末現在の債務残高で三井観
光の所有地である沼ノ端山林 (2，836ha，苫小牧市)を担
保に約152億円，同じく大沼山林 (2，067ha，七飯町)で
16億円，三井観光の8山林で85億円，計253億円にも
のぼる山林を担保とした金融がなされている.これは，
この時点、での北炭の金融債務残高の総額292億円余の約
87%に当るものであった.70年代以降の北炭の経営にお
いて如何にその所有山林が，不動産担保として利用され
ていたかを物語る資料で、あろう.なお，これらの担保は
すべて三井観光開発K.K.の所有地であり，同社による
担保提供の形となっている.
ところで，この山林担保のうち北炭の沼田山林
(10，195ha，沼田町)をめぐって r北海道新関J ('85. 2. 
26付)は r北炭労務債完済メド立たず，土地処分が不
発」として次のように報道している.北炭は57年10月，
退職者に60年3月末をもって約1.0億円の退職金や一時金
の支払を約束していた. ところが「北炭が売却を当て込
んでいたのは，空知管内沼田町の山林340ha.10億円の
価格をつけて，弾薬庫用地として買収を希望する防衛施
設庁と昨年10月から交渉を続けてきた.ところが今年に
入って妥結寸前までこぎつけた交渉は，最終局面でこの
土地に抵当権を設定している金融機関から『売却価格が
低過ぎる』とクレームがつき，交渉は事実上“決裂"と
いう事態となったJ(r北海道新聞」向上)
この報道は，こうした山林を担保とする金融がもっ問
題点を示しているのであるが，この場合，金融機関(お
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そらく三井銀行)の担保山林評価が高すぎたのか，もし
くは紡衛庁の購入予定価格が低すぎたのか，どちらかで
あろう.だが，この山林の 1ha当りの価格が294万円と
いうのは，常識的にみて高すぎるといえよう. したがっ
て，これに対して「売却価格が低過きる」というクレー
ムをつけたこと自体が，この山林担保のもつ意味を示し
ているといえよう.つまり，この場合は明らかに過剰融
資であった.なお，この56年3月末における抵当権者別
の残高は，三井物産約91億円，三井銀行84億円であり，
この両者で175億円にも達している.これに対して石炭
の直接ユーザーである新日鉄約33億円，東京ガス， 16.5 
億円，日本鋼管16.5億円で，これらの合計は66億円にす
ぎない.これらの事実はこの時点、における融資の性格を
反映したものであるといえよう. (表6-20参照)
また，これらの担保提供のほかに，三井観光は昭和51
年北炭に54億円の長期融資をしている rところが，そ
の金利は新日鉄などのユーザーが8%であるのに三井観
光は12.3%，住友グループの[同様の資金の〕金利3%
とくらべるとなんと 4倍以上の高金利で利益を吸いあげ
てきたJ(日本共産党北海道委員会夕張新砿対策本部「夕
張所砿再建の道J1982年9月)と具体的な事実をあげ，
その“財テク"のあり方が「食いつぶし(4)Jとして批判
されている.こうした高金利の貸付によって，北炭が三
井観光に支払った利子は22億3千万円にも達している.
そして57年現在，北炭の三井観光に対する債務残高It，
元金54億円，未払い利子23億円，計77億円となっている.
(問上)
これらの事実は現段階の日本における“土地ころが
し"と“財テク"による資本の腐朽に満ちた蓄積構造の
“先駆的"事例を示すものであろう.
ともあれ，こうした山林所有を担保としての総額266
億円余の巨大な額にのぼる金融は，その森林経営による
資源造成を，現実には，それ自体としては，無価値化す
るものであり， 45年以降のその経営の空洞化を裏付ける
ものである.
3)小括
(1) 戦時増伐体制下において，伐出生産へ傾向し，伐
出経営へ一元化した北炭の森林経営は，敗戦後直ちにそ
の人工造林事業を軸に，その森林経営を再開した.
すでにW稿でみたように，戦時期においてその育林経
営をカラマツ単純一斉造林施業へと移行していた北炭の
森林経営は，ある意味では戦後拡大造林政策の先取りを
巨大所有の形成とその山林経営の展開(V)一一有永 79 
表 6-20 山林担保の状況 (1981年 3月末現在)
担山林名当
借入 資金使途 債56年(務千3円残月)末高 利子率年月 ( 入 I (百万円) (%) 
1972. 6 三井物産 2，∞o 再建交付金 1，111，202 3.0 
'73. 6 新 日 鉄 " 新鉱開発 2，000，000 8.0 
" 東京ガス 1，000 " 1，000，000 " 沼
" 日本鋼管 " " " " 
'75. 4 三井銀行 500 炭代前受保証 500，000 9.5 
の
'75. 6 立上り資金 1，600，ωo 3.75 " 1，600 
'75. 8 " 1，400 " 1，400，000 " 端
'7. 1 1，000 1，000，000 " " " 
" " 780 " 780，000 " Jl~ 
'7. 3 1，900 1，900，000 3.75 " " 
" 三井物産 2，000 " 2，000，000 " 林
新日鉄 500 500，000 8.0 l民代前受 l東京ガス 250 250，000 8.0 
日本鋼管 " 
大沼担保の追加 250，000 8.0 
?、? ? ?
?
? ?
'73. 7 三井物産 3，000 運 転 3，000，000 5.5 
入 '74. 7 " 1，500 " 1，500，000 " 
'74. 10 " " " " " 
'78. 6 新エネ機構 528 経営改善資金 528，000 7.4 
L! " " 672 " 672，000 " 
'78. 9 三井銀行 400 運 転 400，000 7.95 
" " 300 " 300，000 " 林 '78. 10 " " " " " 
'78. 12 " " " " " 
? ?。?? ??，??? ???。 ， ?? ???????
? ??
?、??，?? ? ???，?? ? ?????。 。
'75. 3 新 日 鉄 500 炭代前受 300，000 9.5 
大 " 東京ガス 250 " 150，000 " 
沼 " 日本鋼管 " " " " 
山 '75. 4 新 日 鉄 500 " 500，000 " 
林 " 東京ガス 250 " 250，000 " 
" 日本鋼管 H " " " 
小計 仰 oI 1，600，000 I 
制80I I 25，391，202 I 
注 1)'81年 3月末の総債務残高は， 29，296百万円であり， うち山林担保の額は86.7%に当る.
2)これらの山林の状況は，'57年時点の調査では，沼ノ端(苫小牧市)2，836町歩(うち人工林
2，504町)，大沼(七飯町)2，067町歩 (1，042町)となっていた. (1北炭山林史」第124表，
p.264参照)また，入山林は8支庁管内にまたがる三井観光開発KKの所有山林で，明年
現在の合計 10，001ha(人工林3，505ha)である. (本稿表6-18参照)なお，これらの全て
が，三井観光開発KKの所有山林である.
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していた.
それだけに，戦後復興およびそれに引き続く国内自給
体制jを前提とした国家的森林資源造成政策であった拡大
造林政策にいち早く対応することができたのである.
以上のような条件のもとで.20年代初頭よ り本社坑木
需要のために，人工林の大増伐を戦時体制に引続き進め
るなかで， 一方で、は年間300~5ω町歩の造林事業を実行
していった.
しかし，北炭の戦後森林経営の特徴をなす拡大造林事
業が本格化するのは，戦後復興が一応終息する昭和26年
以降のことであった.本稿は主としてこの期の森林経営
の展開を分析している.
この26年以降は，一方では戦時経済，戦後復興のなか
でブームに沸いた北炭本社の炭砿経営に不況の影がみえ
はじめた時期でもあった. したがって，この期に本格的
に開始されて年間50ト 700町の造林を実行した造林事業
の諸経費は，その森林経営内部の自賄いによらざるをえ
なかった.
(2) 北炭の森林経営は，その原資を立木代金および国
家資金に依拠することによって，カラマツ人工造林を軌
とする資源造成を実行した.しかし戦後復興期をすぎ
ると，木材価格は低迷し，また戦時・戦後の大増伐によ
って里山を多く含む北炭の森林蓄積は惑化し，立木代金
(地代)収入も低下することとなった. したがって，この
期の森林経営が基本的に依拠したのは，造林補助金をは
じめとする各種国家資金であり，また農地改革および米
軍用地の被害補償による立木補償を中心とする国家資金
であった.(各種補助金計9，500万円，農地改革補償4，400
万円，米軍用地補備1，100万円等々)
こうした補償金の大部分は，土地代金ではなし立木
(とくに人工林材)代金の補償であり，後にその人工造林
による資源造成が北炭本社の不動産として位置付けられ
る最初の契機ともなったのである.
(3) こうした国家資金と26年以降に開始される本格的
な国家的資源敬策のもとで，その造林事業は60年代初頭
まで順調に推移した.これは戦後，北海道における資本
の拡大造林として.30年代に開始される紙・パルプ造林
に先行するものでもあった. しかし 20年代末の石炭不
況のもとで，北炭本社の資金ぐりのために「最優秀の天
然木を保有し，かっ2，040町歩の造林地を包含するJ(前
出)，栗山等4山林の王子製紙への売却がなされ， その
森林経営は後退を開始することとなった.つまり，その
創設以来，実態はともかく坑木備林として本社資本によ
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って位置付けられた北炭の森林経営は，この王子製紙へ
の売却処分によって，本社資金手当のための原資(不動
産=土地所有)として新たに位置付けられることとなっ
たので、あった.
(4) 60年代になると rエネルギー革命」の進展のも
とにスクラップ ・アンド ・ピルドとして進行する石炭産
業の生産「合理化」によって，坑木需要は激減すること
となった.こうした状況のもとで，戦後，北炭の森林経
営が目的とし建前とした細物松丸太=カラマツ材の生産
は，その需要の見通しの面からも空洞化し，短伐期皆伐
一斉造林によるその森林資源造成は目標を見失なってい
くこととなる.
こうした情勢の変化のもとで，その森林経営は4昨代
初頭までは，年間造林面積約3∞町台を維持するのであ
ったが， 43~44年は 100IBJ台に激減することとなった.
(5) そして外材輸入が本格化する70年代初頭の昭和45
年に，その造林実績は年間44町にまで低下している.戦
後拡大造林政策に依拠し，人工造林施業を軸に展開して
きた北炭の戦後森林経営はこの時点で基本的に終駕する
こととなった.
そして，この時点でその所有山林は，沼田，夕張，幾
春別の3山林を残して，人工造林地の大部分を含む過半
の所有山林は，本社資本の不動産部ともいうべき子会
社，三井観光開発K.K.へ移管されることとなった.
森林経営の後退ないしは解体であり，そのもとでの林
野所有(土地+立木資源)の本社資本による不動産化で
ある.
(6) 昭和46年以降. ~I::炭資本はこの不動産化した巨大
な土地所有を基礎に，新たな事業として不動産開発 ・観
光事業を本格的に開始するのであるが，それらの事業の
展開は本稿の課題とは別に分析される必要がある. しか
しこれらの新たな事業原資が，その所有する土地の公
共事業への売却であったことが示すように，これまた土
地所有に依拠し国家資本に寄生しつつ進行していること
は，本文中にも事例を示したように事実であり，この不
動産化の特徴である.
つまり，戦前における大山林経営の「低賃金，高地代」
の基礎構造は，寄生地主制のもとで半封建的土地所有に
寄生したものであった.と同じように，戦後の拡大造林
政策のもとでの森林経営も，その土地所有を基礎とし
て，国家資金に依拠しつつ進行した.そしてまた， 70年
代以降の新たな不動産開発，観光事業の展開において
も北炭資本はその巨大な土地所有を基礎とし，それを
巨大所有の形成とその山林経営の展開[V1一一有永 81 
積粁として国家資金に寄生したのであった.ただ70年代
以降の特徴は，それが資本による「土地ころがし」とし
て，腐朽に満ちた新たな手法によるものであるという点
にある.
これらのことは， 8(咋代の現段階において国民的規模
で問題となってきた，林野と森林資源の合理的管理をめ
く・つての基本的な課題の 1つが，戦後改革において未
完とされた林野をめぐる土地問題にあることを示してい
る.それは，すでに I稿でみたように具体的には，こう
して資本により不動産化され非生産的所有として遊休化
された大土地所有の社会的規制(民主的規制)として提示
されている.
7 r北炭」における資本と土地所有
1)資本類型
「北炭」は，明治22年 (1889)1月18日に「北海道炭砿
鉄道会社」として資本金650万円をもって創設された.
この創設は，北海道における「官業払下げ」による官営
事業の炭砿(幌内炭砿)と鉄道(幌内鉄道)の“民営化"
を直接的な契機とするものであった.
この「官業払下げ」は，すでに I稿でみたように，後
進資本主義としての日本資本主義の原始蓄積期の特徴を
なす国家政策を横粁とする「上からの」資本創出であ
り，その 「富国強兵 ・殖産興業」政策の一環をなすもの
であった.
また，こうして創出された資本のもとにおける経営
は，その創立当初から「私設鉄道条例J (1887)によっ
て，その鉄道部門は，利子補給 ・配当金保護ならびに土
地資産に対するすべての地方税 ・国税を免除されるな
ど，徹頭徹尾，国家的保護育成政策のもとにおかれてい
た.ただし，この保護育成措置は，明治30年代初頭の特
殊保護会社に対する批判の高まりのなかで，同33年をも
って打切られた. ([稿 p.46~47 および p.55 注 3 参照)
さらに，この「北炭」資本の創世記を特徴づけたの
は，その株式に対する「華族世襲財産株」の指定であっ
た.1 l誌でもみたように r北炭」の創設には，宮内省
名儀の皇室所有株1万株(8%)を筆頭に，徳)1公爵家な
ど多くの華族が出資者(株主)となっていた.こ うした会
社の株式は r華族令J(1884)による「華族世襲財産法」
が適用されその「指定」をうけることとなっていた.こ
の指定は，その総株式総数の 6分の l以上が華族所有の
株である会社に対してなされた保護政策であり，この指
定会社は，その事業利益による株式配当が年間5分に達
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しないときは，その不足分該当の補助金を政府より交付
される制度であった.
r::jヒ炭」は，明治23年の申請によってこの指定をうけ
ている.この指定は，同30年には解除されたが，昭和1
年(1936)に再びその指定は復活している.因みに，敗戦
直後の昭和2併jo(1945)においても r北炭」におけ る皇
室所有株は10万株であり，天皇家はこの時点においても
三井本社，三井砿山につく・第3位の大株主であった.
( 1稿 p.47・52およびp.55注4参照)
「北炭」資本は，以上のような歴史的規定性をもって
創出され，戦前期日本資本主義の 「基底」をなした地主
制と，それを経済的基盤とした絶対主義天皇制の権力構
造のもとで，独自の位置をもっ資本類型として創出され
たものであった.
この「北炭」資本による会社経営は，明治29年日本郵
船への管理委託によっていた回漕業をその直営部門に編
入し，同30年代初頭には，炭砿 ・鉄道 ・汽船の三部門を
主要事業とするものとなった.ところが日露戦争直後の
明治39年(1906)の国策的な鉄道国有化によって，その鉄
道を買収されこの部門からの撤退を予儀なくされた.
しかし，当時の専務取締役であった井上角五郎は， こ
の鉄道国有化の補償金(総買収費3，100万円，公債利子
232万円，総利益1，070万円)を新たな資金として， r日
本製鋼所J(1907)の設立をはじめとするその事業の多角
化を開始した. (1稿 p.47~50 参照)
そして，これらの経営の展開は，昭和初期までに「株
式会社日本製鋼所」の製鋼 ・兵器を軸とする工業経営を
先頭に，北海道における最大のコンツェルンにまで発展
していったのであった. (1稿 p.51表 2-1参照)
だが， コンツェノレン「北炭」は戦後の経済民主化のな
かで「持株会社」に指定され，この時点で戦前期 ・北海
道に君臨した「大北炭」は基本的に解体された.(向上
p.52表2-2， p.53表2-3参照)
2)土地所有類型
「北炭」における土地所有は，明治31年 (1898)，北海
道未開地処分法 (rl日法J)による「植樹地処分」として
開始された.
この国有未開地処分は，当時の日本資本主義の新開地
=辺境としての位置をもった北海道への資本の誘霞政策
の一環であった.そしてまた同時に，北海道における近
代的土地制度の導入 ・確立政策としての日本資本主義の
土地政策の一環でもあった.
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明治6年(1873)の地祖改正・土地官民有区分によっ
て，その大部分が未開地であった北海道の土地は r無
主地国有の原則」が適用され，国有未開地とされた.こ
の国有未開地を対象とする土地政策が開始され，近代的
土地制度の本格的な導入がなされるのは，明治30:年
(1897)の国有未開地処分法にはじまり同法の改訂であっ
た新法の制定(1907)および，同41年(1908)に関始された
「北海道国有林整備」による国有林の払下げであった.
これら一連の土地払下げ政策の進行によって，北海道
ではほぼ大正10:年(1921)頃までに，一方では巨大な国家
的土地所有が形成され，他方ではその対極に，零細(1 
戸分5町歩)な農民的所有と地主的・資本家的大所有を
軸とする私的土地所有が形成され，その土地制度が確立
した.
「ゴヒ炭」における大土地所有は，この旧法による「植
樹地処分」によるもの約2万町歩(58%)，同じく新法に
よるもの20%，国有林払下げによるもの22%，その払下
げ総面積は約3.5万町歩であった.これらの払い下げに
よるものは戦前期に取得した土地の71%を占めていた.
このように r北炭」における巨大土地所有の形成は，
その取得源泉の大部分が r植樹地処分」によるもので
あり，これは道内の私的所有林野としては最も早期に成
立した資本家的大所有であった.そして，このことは，
同時に初期北炭の土地経営を「植樹地処分」による「起
業条件」に規定された前期的造林事業として特徴付ける
ことともなった.また逆に農場・牧場処分の起業条件的
な規制を受けなかったその所有林野内の可耕地において
「林内殖民制度」を導入し早期に小作制大祭場経営を開
始させる制度的条件ともなった. (1I稿参照)
以上のように， r~ヒ炭」における土地所有は，その資
本と同じように，原蓄期の閤家的土地政策を起点とする
日本資本主義の土地政策=近代的土地制度の一環として
「上から」創出されたものであった.それは，日本資本
主義の新開地=辺境における資本家土地所有として創設
された，いわば，資本(国家資本)による土地所有類型
であった.
3)土地経営の展開類型
「北炭」の土地経営は，以上のような歴史的規定をも
っ資本と土地所有のもとに開始されたものであった.
こうした大土地所有のもとに， r~ヒ炭」の土地経営は，
E稿でみたような「基底」のもとにその歴史的展開をす
ることとなった.それは，まず明治30~40年代のその土
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地所有権の確立を目的とする前期的造林事業として開始
された.そして，同40年の鉄道国有化を契機とする「北
炭」の経営多角化のなかで「副業」として位置付けられ
ている.この位置付けは，その土地経営をこれ以後展開
する北炭コンツェルンの結合経営の基礎構造に組み入れ
たばかりでなく，資本と土地所有の結合する戦前期の
r~ヒ炭」経営の基底をなした.このことは同時に，戦前
期「北炭」資本の日本資本主義における資本としての前
期的・半封建的性格を特徴付けるものともなった.
こうした条件のもとで，その大土地所有に基礎をおく
土地経営は，大正初期に農地における寄生地主経営を先
行させ，これをその労働力編成の基盤として伐出事業，
造林事業，天然更新事業，育苗事業，木炭事業，製材事
業などの多様な土地経営を展開し，それら諸土地経営の
総体としての大山林経営を昭和初期までに確立したので
あった.
なお，この半封建的土地所有のもとでの山林経営と，
18世紀末から19世紀にかけてエルベ以東のドイツにおい
て成立した耕地所有・山林所有・工鉱業経営の前期的総
合経営の歴史的条件の相異については稿 p.56注4
および p.65注 1で述べた.その最も大きな相異は，こ
のコンカーによる総合経営が，製鉄業における木炭炉に
基礎をおき， したがってその巨大所有に「自然発生的基
礎」をもっ rまさしく土地所有が資本を把握する資本
類型J(大野英二Ii'ドイツ資本主義論J)，前出)であった
ことである.これに対して，この北炭のそれは，あくま
でも資本(国家資本)が土地所有を把握する「土地所有
類型」であった.
この農地における寄生地主経営と地主森林経営を基底
とする山林経営は，戦時経済体制下において資本による
総括を受け，その半封建的土地所有とともに，解体へ向
うこととなった.かくして，戦前期北炭の土地経営を特
徴付けたその山林経営は解体し，その土地経営はカラマ
ツ大面積一斉造林施業による森林経営へと単純化するこ
ととなった.こうした天然林の皆伐による人工林への転
換=鉱大造林は，戦後国家独占資本主義のもとでの森林
資源政策の基調をなしたものであり，北炭山林のこうし
た資源造成は，いわばその先取りであり，北海道におけ
る“先駆"であった.
しかし，こうした森林経営は， 6C咋代以降の「高度成
長」政策のもとで，エネルギー革命および外材体制lの進
行によって， 7J年代初頭に終鳶することとなった.
そして70年代の「土地ブーム」のなかで，その大土地
巨大所有の形成とその山林経営の展開[V)一一有永 83 
所有は，それ自体としては基本的に解体されることな
し資本による新たな土地所有として，その腐朽性に満
ちた新たな蓄積構造のなかに不動産として再編成されて
いくこととなる.その具体的なあらわれが，本稿でのベ
た森林経営の空洞化と林野所有の不動産化の進行であ
る.
以上のように r北炭」における土地経営は，資本に
よる前期的土地所有として出発し，大正期以降の日本資
本主義の展開のなかで，半封建的土地所有と地主的森林
経営を基底とする諸土地経営の総体としての大山林経営
の類型を戦前期に確立した.この経営類型は戦前時経済
体制のもとで解体を開始し，戦後の国家的資源政策の展
開のなかで，それを基礎とし基盤とする森林資源造成経
営へと転化した.この時点で，その土地経営としての個
別性は失なわれ，これ以後その森林経営としての類型的
把握は不可能とならざるえない. しかし，それは， 70年
代初頭までは国家的資源、政策に取り込まれた資本による
土地所有であった.逆にいうなら，戦後の拡大造林政策
は，基本的にはこうした土地所有一般つまり資本家的・
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地主的・農民的土地所有の全てに依拠し，土地所有を基
礎とした造林政策として進行したのであった.
こうしたいわば無差別的な土地所有に依拠した資源政
策が，補助金政策から融資政策へ，また地域別・規模別
の選別政策へ転換する70年代初頭以降であった.
こうした状況のもとで，おりからの「土地ブーム」の
なかで，北炭山林の土地所有は，本社資本によって不動
産として位置付けられることとなった. 70年代以降の
「土地ころがし」と， 80年代後半以降の「財テク」による
日本資本主義の新たな蓄積構造のもとにおける森林経営
と林野所有のこれまた新たな類型化である.
本稿のおわりに， 1977年における北海道の私的巨大所
有 (5，000ha以上層)の森林資源の所有・事業内容および
その労働力編成の概況を表7-1に示す.この表にみる
ように，北炭関連企業の所有林野約2.2万haは， 1984年
現在でも，十僚製紙・三井物産とならんで，道内はもち
ろんわが国においても最大の私的所有である王子製紙
{王子緑化を含む)の道内所有約10万haに次ぐ位置にあ
る.
~ 
?????????????
??
?
?
巨所大有(5，OOOha以上層)の現状(北海道・ 1977年)
順 所在支庁 土地所有 (h.) 人工 林道 事業量 (h..m.1∞rI) 労働力編成(人) 事業組織の構成 1984年現在の所有関係
保有会社名
市・町・村散 林事 密度 直班組織 請負組織 台よぴ所有面積 備 考
トー 一ー一ー 無立 子会社 森林
位 支庁市町村 Jt 人工林 天然林 本地 % m/h. 新鏑 下刈 除問伐 作業路伐採量 臓員国定臨時 固定臨時
直雇 i背負 業者 組合 (h.) 
l王子緑化 12 59' 98，99 26，29 68，237 4，462 26.6 5.7 425 5，289 1，7凶16，ω。5731ω 407 291 ~@ @ @ 王子製緑紙化 !;:!お針肌附 王子緑化K.Kが一括管理
2十条製紙 6 1 18 幻，476 5，595 21，376 切3初.44.0 581 361 267 一 18 -11∞ 初 @ @ 十条製紙 24，切5
3三井物産 10 初 2，840 9，819 12，413 印743.0 12.4 121 1，お61，796 17，920 91 18 541 - -1 37⑤@ @ @ =州産 m，47D 三井物産林棄が一括菅理三ー井物産林業 3， 針24，192
4 山陽国策緑化 1 30 2，235 5，620 15，17 1，497 25.3 4.9 4ω 2，207 412 3，20 2161 13 9 ? ~ 山崎国策パルプ 17，m14791j 1f 17956 山陽国策緑化が一括菅理 | 山陽国策緑化
5本州製紙 4122 20，301 4，ωl 15，137 472 23.1 3.4 14 1，107 457 4，4∞ -1 6 701 30 ⑧ 本州製紙 20，お2
6住友林業 2 1 15，25 3，694 1，175 お6124.312.5 861 540 514 5，1∞ お81 9 1 1 87 @ @ 住友林業 15，373 
71 t 炭農林 4 1 2，532 2，495 9，597 439 19.9 0.7 36 ω3 ⑧@ 北海道炭坑汽船 10，49日8ヘ:)f十10，956北2こ.揖の47外農4h林にaが北あ一農る指幌。菅内理膜砿.所な有お地. ~t炭農林 4 
8 三井観光開発 8 1 6 10，ω5 4，102 6，ω4 ω7 38.0 ? 19 72 51 1，050 981 5 一- @ @ 三井観光開発 10，おO
9 三菱鉱業セメント 6 8 9，847 4，693 4，629 524 47.7 9.2 761 359 104 -1 172 11 - 26 @ @ 三菱鉱章セメント 9，949 
10北海殖産 2 3 7，982 2，968 4，972 42137.2 32.1 571 562 153 -1 173 151 17 971 - ー⑥ 網 北海殖産 7，鎗7旧前田{主爵事休業所
1 新田ベルト 6，21 1，832 4，215 172 29.4 3.3 l∞ 3∞ l∞ -1 121 61 32 471 - 一⑧@ ⑮ 新国ベルト 6，18 
12新 Ml JI 10 お 5，おO 2，787 2，173 289 53.1 39.6 851 1，934 7010，側 21 4 231 1 ~ @ 新旭川 5，515 
(13) (新宮高行) 5 1 10 4，79 1，161 3，49 138 24.2 2.3 幻 17 51 571 5 51 15 ⑥@ @ ⑧ 新宮商行 4，67 
A ロ 計 264，512 75，756 178，ω4 10，138 28.6 1，628 14，280 5，678 58，150 1，949 初7538 461 (170) (21的 お8，89
表7-1
???
4) 1984年12月現在の所有関係・所有面積は北海道休務部後林所有者名簿J(1986年2月)より作成。なお，この
数値は1休施量計画に関するものであり，現時点での個別所有に関する資料として1最も信頼度の高いもので
ある。
5 )な台，1)の原資料は問問秀二氏(元・道立総合経鴻研究所，現・岩手大学)より提供を受けた。
1)北海道糊部「遺体髄のための森林所有者経営意向調査書J(1附2月)抑制， ha以下切捨て。
2)土地所有の面積1，北海道栄林金鍾「森林所有者名簿J(1976年2月)で補正してある。
3)事業組織の構成の@は造林関係事章，@は{主出事業を示す。
注
